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DISCLOSURE 2022　横浜幸銀信用組合の状況

皆さまにおかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より格別のご支援を賜り、心より厚く御礼申し上げます。
当組合は、営業地域における地域経済および社会の発展に寄与することを目的に事業推進
を図ってまいりました。今後も、中小・零細企業をはじめとする地元企業の資金需要にお応え
し、更なる良質な金融サービスを提供していく所存です。また、組合内部のガバナンス、コン
プライアンス面についても強化を図り、一層強固な収益基盤の構築に努めてまいりますので、
引き続きご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

当組合の現況を取りまとめた令和６年度のディスクロージャー誌を作成いたしましたので、
ご高覧いただき当組合へのご理解をより一層深めていただければ幸いに存じます。
令和６年度の日本経済は、一時停滞感を強めたものの回復基調を維持し、３月にマイナス金
利を終了、日経平均株価は史上最高値を更新するなど、幅広い分野でインフレ経済への回帰
がみられました。
他方、賃金上昇は輸入価格の上昇を起点とする物価上昇に追い付いておらず、個人消費や
設備投資は依然として力強さを欠いており、当組合営業エリアの地域経済におきましても、実
体経済や景況感には課題があると考えております。

このような経済環境のもと、令和６年度の業績につきましては、「経営強化計画」に基づく
各種施策や、中小規模事業者支援を役職員一丸となり取り組んできた結果、預金・貸出金とも
に増加し、また、収益面におきましても、コア業務純益、当期純利益ともに経営強化計画の目
標値を上回ることができました。
これもひとえに組合員の皆さま、関係者の皆さま、関係諸団体等の皆さまのご支援、ご協
力の賜物と、深く感謝申し上げます。

今後について、地域経済活動の活性化に向けた取り組みを後押しするため、地元の中小規
模事業者への安定的かつ円滑な資金供給や経営支援に注力し、地域の皆さまのご期待に応
え、地域経済の発展とお客さま等から信頼される金融機関を目指し、役職員一同が総力を挙
げ「相互扶助」の精神のもと中小規模事業者と共に歩んでまいりますので、一層のご支援、ご
協力を賜りますようお願い申し上げます。

令和７年７月　　理事長　　呉　龍　夫

ごあいさつ
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　当組合の自己紹介

経営方針
地域の皆様の金融機関として、公共的使命と社会的責任を念頭に、法令等遵守態勢の徹底と高い企業倫理を確立します。

基本方針
信用組合の原点に立ち返り、顔が見える営業推進のスローガンに「FACE－TO－FACE」を掲げ、徹底したお客様訪問により、
お客様から信頼される信用組合を目指してまいります。

会計監査人の名称
監査法人まほろば（令和７年３月末現在）

当組合の概要（令和7年３月３１日現在）
業 種
本店所在地
創 立
出 資 金
預金・積金
貸 出 金
職 員 数
店 舗 数
組 合 員 数
営 業 地 区

中小企業等協同組合法に基づく金融機関
神奈川県横浜市中区尾上町五丁目７７番地１
昭和３７年２月２８日
� ２７，３８６百万円
�６７３，１９３百万円
�５１１，５４６百万円
３３０人
３０店舗
７５，５４５人
神奈川県、静岡県、茨城県、千葉県、福井県、富山県、石川県、長野県、群馬県、栃木県、新潟県、山梨県、福岡県、
熊本県、大分県、佐賀県、岡山県、鳥取県、香川県

経営理念

感謝

誠意 積極

私たちは、常に地域の皆様、
お客様の立場に立ち、感謝の心を忘れずに、

信頼される組合を目指します。

私たちは、常に地域の皆様、
お客様の立場に立ち、まごころを込めた

誠意ある対応をいたします。

私たちは、常に地域の皆様、
お客様の立場に立ち、何事も積極的に
進取の気概をもって取り組みます。
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当組合の子会社

当組合のあゆみ（沿革）

該当ありません。

１９５６年 ８月 熊本商銀信用組合開業(熊本市米屋町）
１９６２年 ３月 横浜商銀信用組合開業（横浜市神奈川区鶴屋町）
１９６２年 ８月 信用組合岡山商銀開業（岡山市野田屋町）
１９６５年 ４月 福井商銀信用組合開業（福井市宝永）
１９６７年 ９月 本店ビル竣工移転（横浜市中区蓬萊町）
１９７６年 １月 長野商銀信用組合開業（松本市深志）
１９８５年 ９月 キャッシュサービス（ATM）開始
１９９９年 １月 旧静岡商銀信用組合事業譲受
２０００年 ６月 福井商銀信用組合が旧富山商銀信用組合を事業譲受し、北陸商銀信用組合に改称
２００１年 ４月 北陸商銀信用組合が旧石川商銀信用組合事業譲受
２００１年 １１月 長野商銀信用組合、群馬商銀信用組合、栃木商銀信用組合が合併し、あすなろ信用組合に改称
２００１年 １２月 旧茨城商銀信用組合事業譲受
２００２年 ３月 あすなろ信用組合が旧新潟商銀信用組合事業譲受
２００２年 ５月 熊本商銀信用組合が旧信用組合福岡商銀事業譲受し、九州幸銀信用組合に改称
２００２年 ６月 旧千葉商銀信用組合事業譲受
２００２年 ７月 九州幸銀信用組合が旧大分商銀信用組合事業譲受
２００４年 ５月 アイワイバンク（現セブン銀行）とのATM提携開始
２００５年 １２月 九州幸銀信用組合が旧佐賀商銀信用組合と合併
２００７年 １２月 横浜商銀信用組合と北陸商銀信用組合が合併し、中央商銀信用組合に改称
２００９年 ９月 信組情報サービス㈱「SKC」へ勘定系システム移行
２０１４年 ３月 中央商銀信用組合とあすなろ信用組合が合併し、横浜中央信用組合に改称
２０１５年 ３月 「横浜中央会」発足（現�横浜幸銀会）
２０１６年 ２月 上田支店（旧東部町支店）、諏訪支店（旧諏訪出張所）開店
２０１７年 ３月 横浜中央信用組合と九州幸銀信用組合が合併し、横浜幸銀信用組合に改称
２０１７年 １１月 旧信用組合岡山商銀と合併
２０１９年 ２月 静岡支店移転リニューアルオープン
２０１９年 ４月 横須賀支店に非対面サービス「つばさセンター」オープン
２０２０年 ２月 新本店ビル移転グランドオープン
２０２０年 １０月 「つばさ支店」開設
２０２０年 １２月 富山支店移転リニューアルオープン
２０２１年 ４月 東福岡支店移転リニューアルオープン
２０２１年 ９月 福岡営業部の建て替えに伴う仮移転
２０２１年 １２月 平塚支店移転リニューアルオープン
２０２２年 １月 大分支店移転リニューアルオープン
２０２２年 ３月 水戸支店移転リニューアルオープン
２０２２年 ４月 倉敷支店移転リニューアルオープン
２０２２年 ６月 松本支店移転リニューアルオープン
２０２３年 ６月 新潟支店移転リニューアルオープン
２０２４年 ９月 新福岡ビル建て替えリニューアルオープン
２０２４年 ９月 福岡天神支店新規オープン
２０２４年 １０月 千葉支店移転リニューアルオープン

2020年2月�新本店ビル移転グランドオープン
（横浜市中区尾上町）

1967年9月�
本社ビル竣工移転
（横浜市中区蓬萊町）

1962年3月�
横浜商銀信用組合開業
（横浜市神奈川区鶴屋町）
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福岡営業部新築開店および福岡天神支店新規開店のお知らせ
　横浜幸銀信用組合「福岡営業部」は、新福岡本部ビル（福岡市博多区）完成により、令和6年9月24日（火）に新規開店いたしま
した。
　仮店舗であった「福岡営業部（福岡市中央区）」は、「福岡天神支店（新規開店）」として同日より引き続き営業しております。

　トピックス

【福岡営業部】

【福岡天神支店】

完成記念式典のあいさつ

新たに福岡天神支店としてスタート

ジャッキーが駆け付けました

オープニングイベントの様子

テープカットで新店舗のスタートを祝いました

当日の様子

新福岡ビルが完成しました

ジャッキーが駆け付けました
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千葉支店が移転リニューアルオープンいたしました
令和6年10月7日（月）千葉支店が、移転リニューアルオープンいたしました。

【千葉支店】

テープカットで新店舗のスタートを祝いました

千葉の海をイメージしております

役職員の様子

店舗外観

冠ゲーム「横浜幸銀信用組合ナイター」

令和6年9月26日（木）に、当組合とスポ
ンサー契約を結ぶ横浜
DeNAベイスターズの
冠試合「横浜幸銀信用組
合ナイター」を横浜スタ
ジアムで開催しました。
「横浜DeNAベイス
ターズ」VS「読売ジャイ
アンツ（巨人軍）」
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生活を応援する定期預金ラインナップ

くまのがっこう「通帳」「キャッシュカード」新登場！ ＷＥＢから申し込みできる各種ローンの取扱い

教育ローン、カーライフローン、リフォームローン、フリーローン「チョイ
ス」、カードローン「アラカルト」の取扱いを優遇金利で行っており、WEBか
らの申込みも可能です。

地域の皆さまの生活を応援する定期預金を揃えております。

『年金定期』
公的年金（国民年金・厚生年金・共
済年金）を当組合口座にて継続的に受
給している、または新規にご指定いた
だくお客さまへの定期預金です。

『ご当地グルメが当たる！ 社会貢献
みらい定期預金』
『こどもの未来プロジェクト』の推進
および『こどもの未来』を応援すること
を目的とした寄附型の定期預金です。本
定期預金預入総額の0.03％相当額を全
国のこども病院等へ寄附いたします。
また、同定期契約者に当組合営業エ
リアのご当地グルメが抽選で当たる特典
も付いております。

法人専用『ビジネス定期預金』・
『ビジネス定期積金』
法人専用のビジネス定期預金・ビジ
ネス定期積金の取扱いを開始いたしま
した。

横浜幸銀信用組合だけのオリジナルデザイ
ン通帳およびキャッシュカードをご用意しまし
た。

　トピックス
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横浜幸銀信用組合は、地元のお客さまからお預かりした大切な資金（預金積金）を地元で資金を必要とするお客さまにご融資
し、事業や生活のご繁栄に寄与するとともに、社会地域の一員として地元の中小企業や住民の皆さまとの強い絆とネットワーク
を形成し、地域経済の持続的発展に努めております。
また、金融サービスの提供にとどまらず、文化、環境、教育といった地域の活動面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に努め
ております。

プロ野球球団・プロスポーツクラブとスポンサー契約を結び、地域を盛り上げるべく努めてまいります。
社会貢献活動

横浜幸銀信用組合は、スポンサー活動を通して地域のスポーツを盛り上げ、地域活性化のお手伝いをしております。

横浜DeNAベイスターズ
©YDB

松本山雅FC
©2011�YAMAGA

地域社会活性化への取組み

SDGｓ宣言
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　トピックス

新江ノ島水族館
横浜幸銀信用組合は、生物に関する生態学の
普及、探求や環境を考える活動に積極的に取り
組んでいる地元施設、新江ノ島水族館の活動を
応援しております。

えのすいecoサポーター
当組合は、新江ノ島水族館の「えのすいeco」
の精神に共感し、平成28年4月から「えのすいサ
ポーター」に加盟しております。
この「えのすいeco」アクションの一環として、
毎月第3日曜日に開催される�“裸足で歩ける海岸
を目指すビーチクリーン”を掲げた「えのすいeco
デー」の清掃活動に参加しております。

“相模湾ゾーン 相模の海の水槽群” 海岸水槽「干潟（江奈湾 三浦市）」
館内で干潟の生態系を再現した水槽の展示に協賛しております。

こどもの未来応援国民運動

　「こどもの未来応援国民運動」は、貧困に苦しんでいる子供に対し、私たち国民一人ひとりの「何かしたい」という思いをつな
げ、行動に変えていく運動です。この運動に参画し、「こどもの未来応援基金」を支援しております。寄附型自動販売機の設置並
びに来客用オリジナルペットボトルを用意し、1本につき10円の寄附をしています。

　こども家庭庁、文部科学省及
び独立行政法人福祉医療機構
が事務局となり、全ての子供た
ちが夢と希望を持って成長して
いける社会の実現を目指し、子
供の貧困の解消に取り組む官公
民の連携・協働プロジェクト「こ
どもの未来応援国民運動」を推
進しています。寄附金は、子供食
堂や学習支援等の活動を行って
いるNPO等の支援に活用してい
ます。

くまのがっこう
コラボ
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こども図書館等へ絵本を贈りました

　「富山市図書館　CiCこども図書」をはじめ、乳児院、保育園、幼稚園の113箇所に絵本を寄贈いたしました。

本店営業部

福岡天神支店

水戸支店

上田支店

金沢支店

船橋支店

福岡営業部

熊本支店

富山支店
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　トピックス

こども病院等への寄附活動

「こどもの未来応援基金」をはじめ、当組合の営業拠点のある各県の「こども病院」等29箇所に寄附活動を行い、感謝状、お礼
状をいただきました。

大和支店

新潟支店

宇都宮支店

福井支店

上田支店

熊本県庁通り支店

船橋支店

熊本支店

倉敷支店
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研修・セミナー「人材の育成」

地域の活動

横浜幸銀信用組合　公式SNSを開設しました

　外部専門講師を組合に招聘し、WEBを介して各拠点の研
修受講者と双方向による講義を行うリモート方式の研修を10
本実施し、年間で延べ312名の職員が受講いたしました。
　また、金融業務に特化したeラーニングサービスの活用によ
り、全ての職員が時と場所を問わず知識醸成を図れる環境を
整備し、人材育成に取り組んでまいりました。

　毎年、献血サポーターとして献血運動、しんくみの日週間に合わせ、近隣の清掃活動を行っております。

　令和5年2月より当組合公式Instagramを、令和5年
6月からX（旧Twitter）をスタートしました。
　当組合の商品やキャンペーン情報、各支店から集まる
地域情報を配信しております。
　今後も積極的に活用し、お客さまに当組合の最新情
報をお届けしてまいります。

Instagram X
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こどもの未来のために・・・

野球教室

特定非営利活動法人（NPO）アジア教育友好協会を通じて、ベトナムのタイアン分校、とモットドイ分校の建設時のお手伝いをしました。
学校建設が完了した後も「バレーボールコート」や各教室に「図書コーナー」を設けるなど、支援を継続しております。

　児童養護施設の子どもたちを招いて、元ベイスターズ選手による野球教室を開催いたしました。

　トピックス

@BN

2024年度に実施した内容

　横浜ＤｅＮＡベイスターズの協力を仰ぎ、当組合主催の野球教室を開催し、横浜ＤｅＮＡベ
イスターズの元選手たちによる野球教室が行われました。
　神奈川県の児童養護施設の子どもたちが多数参加し、コーチによるバッティング、ピッチン
グのデモンストレーションの披露やキャッチボール、ノック、バッティングなど実際に体を動か
し、野球経験者・未経験者問わず「楽しかった。またやりたい。」との声をいただきました。
　野球教室にはジャッキーも登場し、子どもたちの野球体験を応援しました。
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　令和６年度決算の概況

預金の状況

貸出金の状況

収益の状況

　預金残高は、個人のお客さまを中心にキャンペーン商品「のぞみ定期預金」、「記念定期預金」及び非対面サービス「つばさ定
期預金」などがご好評をいただき、673,193百万円となりました。

　既存融資先への資金繰り支援や新規融資開拓などを積極的に実施したことにより、貸出金残高は大幅に増加し、511,546百万
円となりました。

　コア業務純益は、4,486百万円、当期純利益は3,983百万
円となりました。
　コア業務純益の増加は、融資残高伸長による貸出金利息収
入の増加によります。当期純利益について、順調に伸長してお
ります。

※コア業務純益とは
　「業務純益」から特殊な要因で変動する「一般貸倒引当金繰入額」及び「国
債等債券関係損益」の影響を除いたものです。より実質的な本来の業務に
よる収益力を表しています。

　コア業務純益＝実質業務純益（業務純益＋一般貸倒引当金繰入額）－国債
等債券損益
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　令和６年度決算の概況

自己資本の状況

主要な経営指標の推移

　繰越利益の積み増しにより、自己資本額が昨年度より
3,440百万円増加した51,422百万円となりました。リスク・ア
セットについては、今期よりバーゼルⅢの最終化適用により、リ
スク・ウエイトが見直されたことから、リスク・アセットが減少
し、自己資本比率は、1.07ポイント上昇し、9.87％となりまし
た。

※自己資本比率とは
� 総資産等（貸出金や融資極度額等）のリスク資産（リスク・アセット等）に対
する自己資本（出資金や利益準備金等）の占める割合を表す比率で、金融機
関の健全性、安全性を測る指標です。（詳細はP52）

（単位：千円）

区 分 令和�2�年度 令和�3�年度 令和�4�年度 令和�5�年度 令和�6�年度

経 常 収 益 9,899,537 10,626,407 11,100,361 11,495,075 13,282,838

経 常 利 益 2,452,118 3,294,646 3,669,546 3,547,968 4,667,762

コ ア 業 務 純 益 3,205,851 3,486,627 3,840,337 3,820,974 4,486,439

当 期 純 利 益 2,423,385 3,199,379 2,863,733 3,533,298 3,983,032

預 金 積 金 残 高 574,073,888 609,140,888 618,139,323 655,070,471 673,193,585

貸 出 金 残 高 417,776,287 445,533,004 465,782,367 490,010,329 511,546,863

有 価 証 券 残 高 1,627,766 773,765 566,210 464,665 361,675

総 資 産 額 629,800,774 656,378,569 666,344,988 706,799,481 730,445,442

純 資 産 額 38,567,514 41,558,262 44,211,393 47,671,421 51,087,001

自己資本比率（単体） 8.64�％ 8.72�％ 8.74�％ 8.80�％ 9.87 ％

普 通 出 資 総 額 11,402,224 11,600,275 11,803,700 12,140,634 12,011,818

普 通 出 資 総 口 数 114,022,244 口 116,002,750 口 118,037,009 口 121,406,348 口 120,118,189 口

優 先 出 資 総 額 15,325,000 15,325,000 15,325,000 15,325,000 15,325,000

優 先 出 資 総 口 数 34,395,000 口 34,395,000 口 34,395,000 口 34,395,000 口 34,395,000 口

出資に対する配当金 405,904 408,331 410,519 437,298 452,954

職 員 数 342 人 339 人 338 人 320 人 330 人
（注）� 1.残高計数は期末日現在のものです。
� 2.「自己資本比率（単体）」の計数は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。
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　リスク管理体制について

リスク管理体制 （令和7年7月1日現在）

　金融の自由化・国際化等の進展により、金融機関業務はますます多様化、複雑化してきており、こうした環境の中であらゆるリ
スクを的確に把握・評価し「経営の健全性」と「収益力の向上」の双方のバランスのとれた経営を目指しております。



17

DISCLOSURE 2025　横浜幸銀信用組合の現状

当
組
合
の
自
己
紹
介

業
績
の
ご
報
告

当
組
合
に
つ
い
て

資
料
編

　リスク管理体制について

各種リスクの管理状況概要

信 用 リ ス ク 信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化などにより、貸出金等の資産価値が減少あるい
は消滅し、当組合が損失を被るリスクをいいます。
信用リスクは、金融機関にとって最も大きなウェイトを占め、かつ経営に与える影響も大きいた
め、信用リスク管理については厳正な管理と適切な運用に努めております。貸出審査にあたっ
ては、貸出先の経営状態を的確に把握し、「安全性」、「成長性」「公共性」「収益性」「流動性」
という融資の 5原則に基づき、貸出資産の健全性、良質化を図り、役職員の審査・管理能力
の向上に努めています。一定額以上の貸出は、クレジット・リミットを設定し「融資審査委員会」
において審査するなど、信用リスク管理の適切性確保と相互牽制機能の強化に努めております。

市 場 リ ス ク 市場リスクとは、金利や有価証券の価格、為替相場などの変動により、保有する金融資産
の価値が変動し、当組合が損失を被るリスクをいい、金利リスク、価格変動リスク、為替
リスクを含めて市場リスクといいます。
有価証券の時価評価等について定期的に分析・評価を行い、また SKC-ALMシステムに
より金利リスクの把握・分析に努めるなど、リスクの適正管理に努めております。

流 動 性 リ ス ク 流動性リスクとは、運用と調達の不一致や予期せぬ資金の流出などにより必要な資金が確
保できなくなる場合や、資金の確保に通常より著しく高い金利での資金調達を余儀なくさ
れることにより、当組合が損失を被るリスクをいいます。資金ポジションを確保するため、
預金や貸出金を日常的に管理するとともに、緊急時の対応策等を定めるなど調達力の強
化を図り、流動性確保に向けリスクの適正管理に努めております。

オペレーショナル・リスク オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、役職員の活動もしくはシステム
が不適切であること、または外生的な事象により損失を被るリスク及び当組合が自ら定義
したリスクをいいます。
当組合では、オペレーショナル・リスクの総合的な管理態勢を整備・確立するため、以下
の個別リスクの適正な管理・運営に取組んでおります。

事 務 リ ス ク 事務リスクとは、役職員が正確な事務処理を怠る、あるいは事務処理上の事故・不正を
起こすことに因り、当組合が損失を被るリスクをいいます。
事務部による臨店指導、監査部による抜き打ちの臨店監査のほか、営業店による自店検
査を実施し、事務処理状況の厳正なチェックを行い、事故の未然防止と事務レベルの向上
を図っております。

シ ス テ ム・ リ ス ク システム・リスクとは、コンピューターシステムのダウン、誤作動等のシステムの不備や、
サイバー攻撃などによりコンピューターが不正に使用されることにより業務の遂行及びお
客さまへのサービス提供に支障をきたし、当組合が損失を被るリスクをいいます。
当組合では、サイバーセキュリティの確保を経営上の重要課題と捉え、技術・組織両面で
の対策の導入により、サイバーセキュリティ対策の実効性向上に向けた取り組みを着実に
進めております。また更に外部専門家によるセキュリティ診断、システム監査、外部共同
演習への参加などにより客観的評価に努めております。

そ 　 の 　 他
オペレーショナル・リスク

その他オペレーショナル・リスクとは、当組合がオペレーショナル・リスクと定義したリス
クのうち、事務リスク及びシステム・リスクを除いたリスクをいいます。
各種業務について、関係法令をはじめ規程等規範に照らし、適正であるかリスク管理部コ
ンプライアンス統括部門が厳正なリーガルチェックを行っております。また、コンプライア
ンス態勢の維持・改善を図りながら、法務リスク・人的リスク・有形資産リスク・風評リス
クの把握と適正な管理に資するための整備に努めております。
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協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

不良債権の状況
　お客さまに対する経営改善、再生支援、オフバランス化に取り組んだ結果、不良債権比率は昨年度より0.3ポイント低下した
1.6％となりました。

（単位：百万円、％）
区　　　　　　　　　分 残　　高

（A）
担保・保証額
（Ｂ）

貸倒引当金
（C）

保　全　額
(D)=(B)+(C)

保　全　率
(D)/(A)

引　当　率
(C)/(A-B)

破 産 更 正 債 権 及 び�
こ れ ら に 準 ず る 債 権

令和5年度末 4,756 2,716 2,040 4,756 100.0� 100.0�
令和6年度末 2,717 1,611 1,106 2,717 100.0� 100.0�

危 　 険 　 債 　 権
令和5年度末 2,826 1,483 429 1,912 67.7� 31.9�
令和6年度末 3,644 1,626 637 2,264 62.1� 31.6�

要 管 理 債 権
令和5年度末 1,947 886 332 1,219 62.6� 31.4�
令和6年度末 1,941 800 295 1,096 56.5� 25.9�

三 月 以 上 延 滞 債 権
令和5年度末 - - - - - -
令和6年度末 - - - - - -

貸 出 条 件 緩 和 債 権
令和5年度末 1,947 886 332 1,219 62.6� 31.4�
令和6年度末 1,941 800 295 1,096 56.5� 25.9�

小 計
令和5年度末 9,531 5,086 2,802 7,889 82.8� 63.0�
令和6年度末 8,303 4,038 2,040 6,078 73.2� 47.8�

正 　 常 　 債 　 権
令和5年度末 480,949
令和6年度末 503,440

合 　 　 　 　 　 計
令和5年度末 490,480
令和6年度末 511,744

（注）
1.�「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及び
これらに準ずる債権です。

2.�「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可
能性の高い債権（1に掲げるものを除く。）です。

3.�「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
4.�「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（1及び2に掲げるものを除く。）です。
5.�「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金（1、2及び4に掲げるものを除く。）です。

6.�「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（1、2及び3に掲げるものを除く。）です。
7.�「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
8.�「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
9.�「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の
全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その
他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用
貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

10.�金額は決算後（償却後）の計数です。

（単位：百万円）
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信用組合は、相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じ
て経済的地位の向上を図ることを目的とした協同組合金融機
関です。
また、信用組合には、組合員の総意により組合の意思を決
定する機関である「総会」が設けられており、組合員は出資口
数に関係なく、一人一票の議決権を持ち、「総会」を通じて組
合の経営に参加できます。
しかし、当組合は、組合員75,545名（令和7年3月末現在）
と多く、充実した審議により組合員の総意を適正に反映する
ため、中小企業等協同組合法及び定款の定めるところにより
「総代会」を設置しております。
「総代会」は「総会」と同様に組合員一人ひとりの意思が
信用組合の経営に反映されるよう、組合員の中から適正な手
続きにより選出された総代により運営され、組合員の総意を
適正に反映し、充実した審議を確保しています。また、「総代
会」は当組合の最高意思決定機関であり、決算や事業活動等
の報告が行われるとともに、剰余金処分、事業計画の承認、
定款変更、理事・監事の選任など当組合の重要事項に関する
審議、決議が行われています。
総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信
用組合に対する意見や要望を信用組合経営に反映させる重要
な役割を担っています。

（1）当組合の総代の任期・定数
当組合の総代の任期は、定款第29条の定めにより3年間となっています。
また、令和7年7月1日現在の総代数は105名（当組合の定款で定められている定数は100名以上150名以内）です。

（2）総代の選出方法
総代は、組合員であることが前提条件であり、総代選挙規程等に則り、各地区毎に立候補した方、もしくは組合員から推薦され
た方の中から、その地区に属する組合員により、公平に選挙を行い選出されます。
なお、総代候補者（推薦を含む立候補者）の数が当該地区における総代定数を超えない場合は、その総代候補者（推薦を含む
立候補者）を当選者としています。

■総代の選挙区・定数（令和7年7月1日現在）
選挙区 定数 選挙区 定数 選挙区 定数

本 店 営 業 部 地 区 17 福 井 支 店 地 区 4 福 岡 営 業 部 地 区 10
川 崎 支 店 地 区 5 富 山 支 店 地 区 2 北 九 州 支 店 地 区 10
横 須 賀 支 店 地 区 1 金 沢 支 店 地 区 2 飯 塚 支 店 地 区 2
平 塚 支 店 地 区 2 松 本 支 店 地 区 3 東 福 岡 支 店 地 区 3
大 和 支 店 地 区 2 上 田 支 店 地 区 1 熊 本 支 店 地 区 4
静 岡 支 店 地 区 5 諏 訪 支 店 地 区 2 熊本県庁通り支店地区 6
水 戸 支 店 地 区 2 前 橋 支 店 地 区 4 大 分 支 店 地 区 3
千 葉 支 店 地 区 2 宇 都 宮 支 店 地 区 3 佐 賀 支 店 地 区 3
船 橋 支 店 地 区 2 新 潟 支 店 地 区 1 岡 山 支 店 地 区 4

倉 敷 支 店 地 区 2

■総代会の仕組み

総代会（最高意思決定機関）

横浜幸銀信用組合

出資・預金・融資など

出席 討議

組合経営の
意思決定

選出

総　代

総代選挙

立候補 推　薦

組　合　員

組
合
員
の
意
見
集
約

１．総代会制度

２．総代の選出方法等

　当組合の総代会について
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令和7年6月25日開催の第9期通常総代会において、次の報
告事項ならびに議決事項が付議され、議決事項については、そ
れぞれ原案のとおり可決されました。

（1）報告事項
第9期事業報告、貸借対照表及び損益計算書報告の件

（2）議決事項
第1号議案　　第9期剰余金処分（案）承認の件
第2号議案　　第10期事業計画（案）承認の件
第3号議案　　組合員除名に関する件

■総代選挙までの手続き

　　　　　　公告 ■選挙区別の総代定数　　■選挙人名簿の縦覧開始
 ■選挙期日　投票時間　　■投票場所

総代候補者の公告

当選者の公告

無投票当選

投　票

当　選

候補者の届出
●立候補　●推薦

候補者の数が
定数以内の選挙区

候補者の数が
定数を超える選挙区

3.第9期通常総代会の決議事項
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　当組合の総代会について

（任期　令和5年7月1日～令和8年6月30日）（令和7年7月1日現在）� 【順不同、敬称略】
本店営業部地区 16 名 前橋支店地区 4 名
渡 邉　 嘉 文 ③ 脇 田　 克 廣 ③ 朴 正 聖 ④ 中 村　　 猛 ⑤ 趙 栄 日 ⑤ 白 幡　 修 ①
金 栄 哲 ⑤ 殷 一 洙 ⑤ 李 順 載 ⑤ 植 松　 晋 志 ③
徐　 光　 秀 ⑤ 趙 聖 済 ⑤ 大 松　 秀 一 ③
美 馬　 辰 也 ③ 佐 川　 司 ③ 宮 原　 眞 ③ 宇都宮支店地区 3 名
笠原　保二郎 ③ 金 沢　 伸 吉 ③ 門 倉 恵 美 子 ③ 斎 藤 重 吉 ② 二ノ宮　尚芳 ③ 文　 明　 優 ③
山 村　 章 嘉 ③

新潟支店地区 1 名
川崎支店地区 5 名 木 村 敬 錫 ⑤
朴 在 植 ⑤ 岩 本　 照 台 ⑤ 梁 大 成 ④
小 林　　 昇 ⑤ 金　 昌　 奎 ② 福岡営業部地区 10 名

文 本　 政 治 ③ 大 宮　 博 徳 ③ 清 水　 健 次 ③
横須賀支店地区 1 名 山 本　 龍 彦 ③ 岩 本　 剛 ③ 玉 村　 秀 雄 ③
金 城　 和 義 ⑤ 岡 崎　 康 ③ 土 井　 文 博 ③ 大穂　世嗣孝 ③

広 山 雄 一 ①
平塚支店地区 1 名
金 原　 康 秀 ① 北九州支店地区 10 名

小 山　 基 一 ③ 清 川　 主 雄 ③ 今 村　 美 信 ③
大和支店地区 2 名 金 村　 浩 二 ③ 金 村　 明 典 ③ 早 田　 啓 二 ③
岡 村　 正 夫 ⑤ 大 場　 丈 靖 ③ 南川　幸太郎 ③ 岡 部　 太 郎 ③ 華 山　 龍 馬 ③

坂 本　 貴 一 ③
静岡支店地区 5 名
宮 下　 幸 三 ⑤ 鈴 木　 国 政 ③ 小 林 龍 司 ① 飯塚支店地区 2 名
吉 崎 恵 一 ① 笹 原 秀 元 ① 福 山　 和 男 ③ 徳 山　 恒 平 ③

水戸支店地区 2 名 東福岡支店地区 3 名
平 文　 暉 朗 ③ 富 田　 源 貴 ① 新 島　 洋 一 ① 木 村　 光 伸 ③ 金 山　 稔 ③

千葉支店地区 2 名 熊本支店地区 4 名
卞 鐘 彦 ⑤ 徳 山　 東 見 ① 木 下　 広 国 ③ 松 尾　 俊 昭 ③ 上 田　 辰 哉 ③

田原　佳代子 ③
船橋支店地区 2 名
李 剛 成 ④ 呂　 哲　 寿 ③ 熊本県庁通り支店地区 6 名

奥 村　 勝 ③ 齋 藤　 和 之 ③ 加 藤　 龍 也 ③
福井支店地区 4 名 藤 本　 祐 二 ③ 竹 下　 裕 助 ③ 千 原　 健 治 ③
山 田　 浩 ③ 中 西　 重 雄 ③ 和 田　 陽 介 ③
徳 田　 幸 修 ③ 大分支店地区 3 名

西 原　 一 男 ③ 呉　 成　 秀 ③ 岩 田　 直 樹 ②
富山支店地区 2 名
永 森　 豊 隆 ③ 岩 本　 政 之 ② 佐賀支店地区 3 名

安 田　 銀 台 ③ 　 清 俊 ③ 多 良　 幸 紀 ③
金沢支店地区 2 名
東　 典 弘 ④ 玉 川　 昌 範 ③ 岡山支店地区 4 名

粂　 修 一 郎 ③ 竹 射 一 貴 ① 木 村　 宏 明 ③
松本支店地区 3 名 三 井　 和 之 ③
髙 昌 星 ⑤ 齋 藤　 彰 宏 ③ 藤 巻　 好 仁 ③

倉敷支店地区 2 名
上田支店地区 1 名 大 原　 信 寿 ③ 山 田　 克 浩 ③
村 田　 真 吾 ③

諏訪支店地区 2 名
伊 坂　 浩 伸 ③ 呉　 成　 浩 ②

※総代名の右数字は平成29年３月の合併時を１回とし、合併後の総代当選回数を表示しております。

総代一覧
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　法令等遵守（コンプライアンス）体制

当組合の行動綱領

コンプライアンスへの取組み

反社会的勢力への対応

当組合は、法令遵守を経営の最重要課題として位置付け、お客さま、組合員の皆さまから信頼・信用を確保するため役職員一人ひとりのコンプライアンス意識の醸成・
徹底することで、お客さま、組合員の皆さまから信頼・信用される金融機関を目指しております。

1.信用組合の公共的使命
信用組合の持つ公共的使命の重みを常に自覚し、健全な業務運営の遂行を通して揺るぎない信頼の確立を図ります。

2.質の高い金融サービスの提供
経済活動を支えるインフラとしての安定的な機能提供とサービスの高度化に向けた不断の創意と工夫に努め、お客さま本位の業務運営を通じて、お客さまのニーズ
に応えるとともに、市民生活や企業活動に脅威を与えるテロ、サイバー攻撃、自然災害等に備え、セキュリティレベルの向上や災害時の業務継続確保などお客さまの利
益の適切な保護にも十分配慮したキメ細かい金融サービスの提供を通じて、内外の経済・社会の発展に貢献します。
3.法令やルールの厳格な遵守
あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない、誠実かつ公正な組織運営を行います。

4.地域社会とのコミュニケーション
経営等の情報の積極的、効果的かつ公正な開示をはじめとして、幅広く地域社会とのコミュニケーションの充実を図ります。また、信用組合を取り巻く幅広い利害関係
者と建設的な対話を通して、地域社会からの理解と信頼を確保し、自らの存在価値の向上を図ります。
5.人権の尊重
すべての人々の人権を尊重します。

6.多様な人材の活躍、健康・安全な職場
多様な人材の活躍を促進する制度や柔軟な働き方を実現します。また、健康と安全に配慮した働きやすい職場環境を確保します。

7.人材育成への取組み、金融経済教育への貢献
人材育成や能力開発に積極的に取り組み、職員の自律的なキャリア形成を支援します。また、金融経済教育への参画等により、社会の金融リテラシー向上に貢献しま
す。
8.環境問題等への取組み
地球環境や社会情勢の変化等への耐性の高いサステナブルな環境・社会の構築に向け、主体的に行動します。

9.社会参画と発展への貢献
信用組合が地域社会の中においてこそ存続・発展しうる存在であることを自覚し、地域社会とともに歩む「良き市民」として、積極的に社会に参画し、その発展に貢献し
ます。
10.反社会的勢力との関係遮断、テロ等の脅威への対応
社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排除し、関係遮断を徹底します。また、国際社会がテロ等の脅威に直面している中でマネー・ロー
ンダリング対策及びテロ資金供与対策の高度化に努めます。

当組合が地域社会から信頼されるためには、高い企業倫理と法令の遵守等、社会の一員としてのルールを守ることは当然の責務であり、いささかも社会から批判を受
けることのないように努めていかなければなりません。
そのための具体的な取組みとしては、コンプライアンス委員会規程を定め、強固なコンプライアンス体制を確保するためのコンプライアンス委員会を設置しておりま
す。またコンプライアンスを一元的に統括する部署としてリスク管理部内にコンプライアンス統括部門を設置するとともに、法令違反等の早期発見と未然防止を目的と
して公益通報者保護規程を制定し、役職員からの通報及び相談を受けるための窓口としてコンプライアンスホットラインを設置しております。
さらに、コンプライアンスを実現するための具体的な実践計画である「コンプライアンス・プログラム」を策定し、計画の着実な実行に取り組んでおります。
また、当組合では、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融サービスにおける利用者保護を目的とした「金融商品に係る勧誘方針」を制定し、顧客本位の営業
体制の整備及び勧誘の適正確保を図ることとしております。

当組合は、「行動綱領」に基づき、当組合、役職員、お客さま、及び関係者が被害を受けることを防止するとともに、反社会的勢力を金融取引から排除するため、次のとお
り基本方針を制定、公表しております。

反社会的勢力に対する基本方針
１.組織としての対応
横浜幸銀信用組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。

２.外部専門機関との連携
横浜幸銀信用組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築しま
す。
３.取引の未然防止を含めた一切の関係遮断
横浜幸銀信用組合は、信用組合の社会的責任を強く認識し、その責任を組織全体で果たすため、反社会的勢力との取引の未然防止を含めた一切の関係を遮断し、反
社会的勢力からの不当な要求には応じません。
４.有事における民事と刑事の法的対応
横浜幸銀信用組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

５.資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
横浜幸銀信用組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は行いません。



23

DISCLOSURE 2025　横浜幸銀信用組合の現状

当
組
合
の
自
己
紹
介

業
績
の
ご
報
告

当
組
合
に
つ
い
て

資
料
編

　マネロン・テロ資金供与対策

マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策に係る当組合の対応方針

不正口座の利用防止に向けた取組み

当組合は、マネロン・テロ資金供与及び拡散金融を防止するため、マネロン・テロ資金供与対策を経営上の重要な課
題として位置付け、「犯罪収益移転防止法」ならびに「金融庁マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガ
イドライン」等の関連法令等を遵守し、経営陣の主導的な関与の下、次の各号の取組みを行ってまいります。
１.�当組合は、自らが提供する商品・サービス、取引形態、取引に係る国・地域や顧客属性等に応じたマネロン等リス
クを特定、評価、類型化したうえで、当該リスクについて、当組合のリスク許容度の範囲内に実効的に低減するた
めの措置（リスクベース・アプローチ）を講じてまいります。

２.�当組合は、マネロン・テロ資金供与対策を適切に実施するために、組合内横断的なリスク管理態勢を構築してま
いります。

３.�当組合は、マネロン・テロ資金供与および拡散金融対策の実効性を確保するため、当組合の業務分野、営業地域
及びマネロン・テロ資金供与に関する動向等を評価し、これを踏まえて、方針（基本方針・ポリシー等のマネロン
対策に関する方針）・手続（マネロン対策に関する基本規程及び関連諸規程・要領・手順書等）・計画（マネロン対
策を実現させるための実践計画・プログラム）等を整備してまいります。

なお、金融当局ならびに各都道府県警察の指導により、当組合では、マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡
散金融のリスクが高いと判断される一部の取引およびお客さまにつきましては、通常よりも厳重な取引時確認の実施
やお客さま情報の提供をお願いさせて頂くとともに、そのご回答の内容、状況に応じまして、当該お取引に制限をさせ
て頂くことがございます。
お客さまには、一部ご不便をお掛けすることが予想されますが、何卒趣旨をご理解頂き、ご協力を賜りますようお願
い申し上げます。

当組合は、不正口座の利用および犯罪収益の移転を未然に防止するために、下記の「不正口座の利用防止に向けた
取組み」に応じて所定の確認等を実施させていただきます。そのため、場合によっては口座開設の謝絶あるいはお取
引の制限等をさせていただくことがございます。

【 不正口座の利用防止に向けた取組み 】
1.�当組合の僚店と取引がある、またはお客さまの居住地や勤務先が口座開設店より遠隔地の場合は、口座開設を
お断りする場合がございます。

2.�口座開設の利用目的を確認させていただきます。また、必要に応じて資料等のご提示を求めることがあります
が、内容によっては口座開設をお断りする場合がございます。

3.�個人の方は勤務先（または学校）の名称等を確認させていただく場合がございます。また、口座の利用目的に
よっては在籍確認をさせていただく場合がございます。

4.�本人確認書類は、運転免許証やマイナンバーカード等の顔写真付きの書類をご提示ください。顔写真付きの書
類をお持ちでない場合は、当組合が必要と判断する書類または方法でご本人確認をさせていただく場合がご
ざいます。その際は、当日に口座開設が出来ない場合がございます。

5.�口座開設時の申込書類は、すべての事項についてご記入をお願いします。
6.�「キャッシュカードの作成」および「インターネットバンキングの加入」は、ご利用実績を確認させていただいた
上で、お取引させていただく場合がございます。

7.�口座開設に係る審査に数日～一週間程度の日数を要す場合がございます。また、審査の結果、口座開設をお断
りする場合がございます。

8.�定期的にお客さまの情報を窓口や郵送などにより再確認させていただく場合がございます。
9.�当組合から送付された郵便物が転居等で返戻された場合は、お取引を制限させていただく場合がございます。
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お客さまの情報に関する定期的な確認のご協力についてのお願い

特殊詐欺などの金融犯罪にご注意ください！

全国の信用組合では、関係省庁と連携し、預金口座を悪用し
た特殊詐欺被害等の防止、マネー・ローンダリング及びテロ資
金供与対策（※）の強化を通じて、お客さまが安心・安全に預金
口座等をご利用いただける環境整備に取り組んでおります。
この一環として、犯罪収益移転防止法および、金融庁「マ
ネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドラ
イン」を踏まえて、既にお取引をいただいているお客さまに対
して、お客さまの現在の情報（ご住所・ご職業、お取引目的な
ど）を定期的にご確認させていただく取組みを行っておりま
す。
お手数をおかけいたしますが、本取組みにご理解を賜り、調
査票へのご回答にご協力いただきますようお願い申し上げま
す。
(※)マネー・ローンダリングとは、犯罪や不当な取引で得た
資金を、正当な取引で得たように見せかけたり、多数の金融機
関等を転々とさせて資金の出所を隠す行為です。また、テロ資
金供与とは、テロの実行支援等を目的としてテロリストに資金
を渡す行為です。

○�最近は、いろいろな手口でお客さまの情報を取得しようと
したり、キャッシュカードを詐取しようとする詐欺の手口も
多く発生しています。不審な点がある場合には、お取引の
ある当組合の本支店にご連絡・ご照会ください。

○�特に、｢お客さまの情報｣の定期的な確認にあたり、当組合
の職員が「キャッシュカードをお預かりすること」や「暗証番
号をお聞きすること」はありませんのでご注意ください。
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お客さまの保護及び利便性の向上を目的として、「顧客保護等管理方針」、「個人情報保護宣言」を制定
し、実践に努めております。

１．顧客説明
当組合は、お客さまへの説明を要する取引や商品について、そのご理解やご経験・ご資産の状況等に応じた適正な取引の概要と商品説明を行います。

２．顧客サポート
当組合は、お客さまからのご意見やご苦情については、誠実に対応し、お客さまのご理解とご信頼を得られるよう努めるとともに、お客さまの正当な利益が保護される
ように努めてまいります。

３．顧客情報管理
当組合は、お客さまの情報を、適正かつ適法な手段で取得し、法令等で定める場合を除き、利用目的の範囲を超えたお取扱いやお客さまのご同意を得ることなく外部
への提供を行いません。また、お客さまの情報を正確に保つよう努めるとともに、情報への不正なアクセスや情報の流出・紛失等の防止のため、必要かつ適切な措置を
講じてまいります。

４．外部委託管理
当組合が行う業務を外部業者に委託するにあたっては、お客さまの情報の管理やお客さまへの対応が適切に行われるよう、努めてまいります。

　顧客保護等管理体制

顧客保護等管理方針

個人情報保護宣言　横浜幸銀信用組合　理事長　呉　龍　夫

横浜幸銀信用組合（以下「当組合」といいます。）では、個人情報保護および個人番号（以下
「個人情報等」といいます。）の重要性に鑑み、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律
第57号）（以下「法」といいます。）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律（平成25年5月31日法律第27号）、特定個人情報の適正な取扱いに関する
ガイドライン等の関係法令等（以下「法令等」といいます。）を遵守して以下の考え方に基づき
お客様の個人情報等を厳格に管理し、適正に取扱うとともに、その正確性・機密保持に努めま
す。
また、本保護宣言につきましては、その内容を適宜見直し、改善してまいります。
当組合は、本保護宣言を当組合のインターネット上のホームページに掲載することにより、
公表します。
１．個人情報の利用目的
当組合は、法令等に基づき、お客様の個人情報等を、別紙「個人情報等保護に係る業務内容
ならびに利用目的」の業務内容ならびに利用目的の達成に必要な範囲で適正に利用し、それ
以外の目的では、法等で認められる場合のほか、利用いたしません。
また、個人番号については、法令等で認められている利用目的以外では利用いたしません。
なお、個人情報の利用目的を変更した場合は直ちに公表いたします。

２．個人情報の適正な取得について
当組合では、上記１．で特定した利用目的の達成に必要な範囲で、適法かつ適正な手段によ

り、例えば、以下のような情報源から、お客様の個人情報等を取得いたします。なお、法第2条
第3項に定める要配慮個人情報を含む「金融分野における個人情報保護に関するガイドライ
ン」に定める機微情報は、法令等で認められている場合以外は、取得いたしません。
(1)預金口座のご新規申込の際にお客様にご記入・ご提出いただく書類等により、直接提
供していただいた情報

(2)各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から提供された情報
(3)商品やサービスの提供を通じて、お客様からお聞きした情報

３．個人データの第三者提供
当組合は、法令等で認められている場合を除き、お客様の同意なしにお客様の個人データ
を第三者へ提供いたしません。また、個人番号をその内容に含む特定個人情報については、
法令等で認められていない限り、お客様の同意があっても、これを第三者に提供いたしませ
ん。
但し、当組合は、外国の法令等の要請により、外国の税務当局等に個人データを提供する場
合があります。当組合は、お客様に当該機関の名称および所在国、その他の法令等により必要
とされる事項に関する情報提供を行ったうえで、同意を得るものとします。
４．個人データの委託
当組合は、上記１．の利用目的の範囲内で、例えば、以下のような場合に、個人データおよび
個人番号に関する取扱いを外部に委託することがあります。その場合には、適正な取扱いを
確保するための委託契約締結、実施状況の点検などを行います。
(1)お客様にお送りするための書面の印刷または発送に関わる業務を外部に委託する場
合

(2)情報システムの運用・保守に関わる業務を外部に委託する場合
５．個人データの共同利用
当組合は、上記１．の利用目的の範囲内で個人データを当組合が別紙「個人情報の共同利
用先」に表示する特定の者と共同利用しております。但し、個人番号をその内容に含む特定個
人情報については、共同利用をいたしません。
６．個人情報等の安全管理措置に関する方針
当組合では、取扱う個人情報等の漏えい･滅失等の防止その他の個人情報等の安全管理の
ため、組織的安全管理措置、人的安全管理措置、物理的安全管理措置、技術的安全管理措置
を講じ、適正に管理します。
また、役職員には必要な教育と監督を、業務委託先に対しては、個人情報等の安全管理が図
られるよう必要かつ適切な監督に努めます。
当組合における個人データの安全管理措置に関しては、当組合の内部規程等において定め
ておりますが、主な内容は以下のとおりです。
（１）個人データの適正な取扱いの確保のため、関係法令・ガイドライン等を遵守するととも

に、下記８．のご質問・相談・苦情窓口にて、個人データの取扱いに関するご質問・相談

および苦情を受け付けることとしています。
（２）取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・担当者およびそ

の任務等について策定しています。
（３）個人データの取扱いに関する責任者を設置するとともに、個人データを取り扱う職員

および当該職員が取り扱う個人データの範囲を明確化し、法令等や内部規程等に違反
している事実またはそのおそれを把握した場合の責任者への報告連絡体制を整備し
ています。また、個人データの取扱状況について、定期的に自己点検を実施するととも
に、他部署による監査を実施しています。

（４）個人データの取扱いに関する留意事項について、職員に定期的な研修を実施していま
す。また、個人データについての秘密保持に関する事項を就業規則に記載しています。

（５）個人データを取り扱う区域において、職員の入退室管理および持ち込む機器等の制
限を行うとともに、権限を有しない者による個人データの閲覧を防止する措置を実施
しています。また、個人データを取り扱う機器、電子媒体および書類等の盗難または紛
失等を防止するための措置を講じるとともに、当該機器、電子媒体等から容易に個人
データが判明しないよう措置を実施しています。

（６）アクセス制御を実施して、担当者および取り扱う個人情報データベース等の範囲を限
定しています。また、個人データを取り扱う情報システムを外部からの不正アクセスま
たは不正ソフトウェアから保護する仕組みを導入しています。

７．お客様からの開示、訂正、利用停止等のご請求
(1)開示のご請求
� お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データまたは第三者提供に係る記
録の開示のご依頼があった場合には、原則として開示いたします。

(2)訂正等のご請求
� お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データの訂正等（訂正・追加・削除）
のご依頼があった場合には、原則として訂正等いたします。

(3)利用停止等のご請求
� お客様から当組合が保有するご自身に関する個人データの利用停止等（利用停止・消
去）のご依頼があった場合（法令等に基づく正当な理由による。）には、原則として利用
停止等いたします。

(4)ダイレクトメール等の中止
� 当組合は、当組合からの商品・サービスのセールスに関するダイレクトメールの送付
やお電話等での勧誘のダイレクト・マーケティングで、個人情報を利用することについ
て、これを中止するようお客様よりお申出があった場合は、遅滞なく当該目的での個人
情報の利用を中止いたします。

なお、(1)、(2)、(3)のご請求に当たっては、個人データの重要性に鑑み、ご請求者(代理人を
含む。)の本人確認をさせていただきます。ご請求手続の詳細およびご請求用紙が必要な場
合は当組合本支店窓口までお申出ください。
８．ご質問・相談・苦情窓口
当組合では、お客様からのご質問等に適切に取組んで参りますので、個人情報の取扱い等
に関するご質問等につきましては、以下の窓口にお申出ください。

横浜幸銀信用組合
神奈川県横浜市中区尾上町５－７７－１
理事長　呉　龍夫

（お客様相談窓口）
総務部� ＴＥＬ� ０４５－２８５－７７００
福岡総務部� ＴＥＬ� ０９２－４４１－８８５２
� 受付時間　９時～１７時（土曜、日曜、その他金融機関の休業日は除く）

以　上
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　金融犯罪への取組み

　休眠預金の取扱い

預金口座を不正に利用した「振り込め詐欺」、「架空料金請求詐欺」等を行う悪質な事件があとを絶ちません。当組合では、こ
のような問題を重く受け止め、犯罪の未然防止及びお客さまの財産保護のため、犯罪収益移転防止法、預金規定に基づき次のよ
うな対応をしております。

平成30年1月より休眠預金等活用法が施行されています。これに伴い10年以上お取引がない預金は休眠預金として社会課題
の解決のために活用されることになり、令和１年度から法に基づく移管の手続きを行っています。ホームページにも電子公告とし
て「休眠預金等活用法に基づく預金保険機構への移管対象となる預金等について」を掲載していますので、心当たりのある方は、
過去の取引が確認できる書類をご用意のうえ、窓口までお問い合わせください。

休眠預金とは
平成21年1月1日以降の最後のお取引から10年以上、お取引がない預金と定期積金が休眠
預金となります。
※財形貯蓄預金、障がいのある方のマル優の適用預金などは対象外となります。

対 象 預 金 と
預金保険機構
へ の 納 付

最終移動日等から9年を経過した預金等があるときには、最終移動日等から10年6ヵ月を
経過する日までに公告を行い、公告を行った日を基準として1年経過する日までに、休眠預
金として、預金保険機構に納付します。

休 眠 預 金 の
お 引 き 出 し

納付日において、当該預金等にかかる預金債権は消滅しますが、お取引があった金融機関
を通じて当該預金等にかかる元本及び利子に相当する額の支払い請求ができます。

インターネットバンキングは、ログインＩＤと複数のパスワードで利用者の特定を行っております。また、不正送金・フィッシング
対策ソフトをお客さまに無料で提供し、詐欺被害防止にも万全な態勢で対応しています。さらに、「電子証明書機能」、「ワンタイ
ムパスワード」を導入し、第三者による不正侵入等を防止するセキュリティ機能の強化を図っております。

偽造・盗難カード、通帳による預金の不正な払戻しに対して、被害防止のために次のような対応をしております。

○　1日あたりのATM利用限度額
利用方法 限度額
現金支払い 原則1日� 50万円
カード振込 原則1日� 100万円

○　ATMでの暗証番号変更
生年月日や電話番号など類推されやすい暗証番号の場合には、ＡＴＭ画面上で注意メッセージを表示しておりますので、お早
めに暗証番号の変更をお願いします。なお、暗証番号の変更は当組合ＡＴＭ画面を操作して行うことができます。

○　偽造・盗難キャッシュカード等によるＡＴＭでの不正な取引を防止するため、過去5年間にお預入れまたは払戻し
（利息決算を除く）のお取引がない一定の要件に該当するお客さまについては、キャッシュカードのご利用を停
止させていただいております。

○　偽造・盗難キャッシュカード等による不正な預金引出しなどの被害を対象とした補償制度に加入しております。

◯　預金口座開設時に、お客さまのお取引時確認を徹底しております。
◯　万一、預金口座の動き等より「疑わしい取引」と判断した場合は、迅速に監督官庁へ届出しております。
◯　預金口座が、偽名口座、借名口座、口座の譲渡が明らかになった場合、また、預金口座が法令や公序良俗に反する行為に

利用され、もしくはその恐れがあると認められた場合には、預金規定等に基づき、預金取引停止又は口座解約を迅速か
つ的確に行っております。

◯　高齢者を狙った振り込め詐欺被害防止対策として、65歳以上のお客さまのうち、過去3年間以上キャッシュカードによる
ＡＴＭ振込を利用されていないお客さまについては、1,000円を超えるＡＴＭでの振込ができなくなるよう制限を実施し
ております。

◯　窓口にて振込先の確認等を行い、また所轄警察署と協力し、振り込め詐欺等の防止に努めております。

振り込め詐欺等による「口座不正利用」への対応

預金の不正な払戻しへの対応

インターネットバンキングのセキュリティ強化
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お取引の店舗窓口のほか、本部「お客さま相談窓口」を設置してお客さまからの苦情やご相談に対応できる体制を整え、安心し
てお取引いただけるようお客さまとの信頼関係強化に努めております。

弁護士による紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さまは、上記「お客さま相談窓口」又は下記しん
くみ相談所にお申し出ください。
また、お客さまから各弁護士会の仲裁センター等に直接お申し出いただくことも可能です。

【しんくみ相談所（一般社団法人　全国信用組合中央協会）】
住 所 〒104-0031�東京都中央区京橋1-9-5（全国信用組合会館内）

電 話 番 号 03-3567-2456

受 付 日 月曜日～金曜日（祝日及び信用組合の休業日を除く）

受 付 時 間 9：00～17：00

【弁護士会仲裁センター等】
名 称 東京弁護士会紛争解決センター 第一東京弁護士会仲裁センター 第二東京弁護士会仲裁センター

住 所 〒100-0013�東京都千代田区霞ヶ関1-1-3

電 話 番 号 03-3581-0031 03-3595-8588 03-3581-2249

受 付 日 月曜日～金曜日（祝日及び年末年始を除く）

受 付 時 間 9：30～12：00、13：00～15：00 10：00～12：00、13：00～16：00 9：30～12：00、13：00～17：00

名 称 天神弁護士センター 北九州法律相談センター 久留米法律相談センター

住 所
〒810-0004

福岡市中央区渡辺通5-14-12
（南天神ビル内）

〒803-0816
北九州市小倉北区金田1-4-2
（北九州弁護士会館内）

〒830-0021
久留米市篠山町11-5
（筑後弁護士会館内）

電 話 番 号 092-741-3208 093-561-0360 0942-30-0144

受 付 日 月曜日～日曜日 月曜日～金曜日
(祝日及び年末年始を除く)

月曜日～金曜日
(祝日及び年末年始を除く)

受 付 時 間 月～金�9：00～19：00
土日祝�9：00～13：00

9：00～12：00
13：00～17：00

10：00～11：30
13：00～16：00

仲裁センター等では、東京以外の地域のお客さまからの申立については、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地
域で、以下の手続きを進める方法もあります。
①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。
②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が共同して解決にあたります。
　※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんので、ご注意ください。具体的な内容は、
　　仲裁センター等にご照会ください。

ご契約内容や商品に関する苦情等は、お取引のある営業店又は下記お客さま相談窓口にお申し出ください。
【お客さま相談窓口】

横　　浜 福　　岡

住 所
〒231-0015　神奈川県横浜市中区尾上町5-77-1

� 　横浜幸銀信用組合
� 　総務部

　〒812-0016� 福岡県福岡市博多区博多駅南2-2-12
� 横浜幸銀信用組合福岡総務部

電 話 番 号 045-285-7700 092-441-8852

受 付 日 月曜日～金曜日（ただし、祝日及び信用組合の休業日を除く）

受 付 時 間 9：00～17：00

　苦情対応・紛争解決措置等への取組み

苦情等対応措置

紛争解決措置
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　中小企業の経営の改善及び地域活性化のための取組状況

中小企業の経営支援に関する取組方針

中小企業の経営支援に対する態勢整備の状況

地域の活性化に関する取組状況

「経営者保証に関するガイドライン」への対応

中小企業の経営支援に関する取組状況

当組合は、協同組織金融機関として、リレーションシップバンキングに徹し、地域で健全な事業を営む中小企業・小規模事業者
のお客さまに対して、必要な資金を円滑に供給していくこと、並びに、金融コンサルティング機能を発揮し、経営改善・生産性向
上に関するきめ細かな支援に取組んでおります。

管理部を所管部署とし管理債権会議を設置・開催し、事業再生先の選定、支援策等の方針を決定しております。
また、営業本部は必要に応じて中小企業再生支援協議会等外部機関や事業再生に強い弁護士や公認会計士等の外部専門家
等の専門的な知見・ノウハウを積極的に活用し、経営改善計画の策定や中小企業・小規模事業者の抱える経営課題の解決の支援
に取組んでおります。

地域のお客さまの事業の発展・生活の向上のための各種金融商品・サービスをご利用いただくとともに、もっとも身近な金融
機関として、お客さまとの信頼関係を大切にし、信用組合ならではの独自性の発揮と機能強化に努めております。　
これからも、より一層の良質な金融サービスを提供し、金融仲介機能、コンサルタント機能を発揮して、地域密着型金融の推進
に努めてまいります。

当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則」
の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。
経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等を把握し、同ガイドライン
の記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能
性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っています。

【経営者保証に関するガイドライン】の
　　　　　　活用に係る取組み事例（令和5年度） 【経営者保証に関するガイドライン】の取組み状況
１．主債務者及び保証人の状況、事案の背景等 令和5年度 令和6年度

－ 新規に無保証で融資した件数 102件 110件

２．取組み内容 新規融資に占める経営者保証に依存し
ない融資の割合 10.14％ 10.56％

－ 保証契約を解除した件数 32件 36件

（注）当年度において実績はありません。
経営者保証に関するガイドラインに基
づく保証債務整理の成立件数（当組合
をメイン金融機関として実施したもの
に限る）

－ －

早期事業再生支援への取組みでは、本部が直接関与を行い、継続して経営改善支援を実施している先と定義し、早期事業再生
支援先に認定し、経営改善支援に取組んでおります。
具体的には、経営改善計画の策定支援やモニタリング指導、テナント先の紹介、事業継続の必要性から店舗修繕費等の資金応
需や外部専門家との連携した経営改善への取組みを行うなど、支援先それぞれの実態に即した適切かつ効果的な活動に努めて
おります。
� ＜経営改善・事業再生支援（令和6年度）＞
� 　��○経営改善支援等先� 1,459先
� 　��○経営改善支援取組率　58.05％
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　役員の状況・組織図

会計監査人の名称

組織図

（令和7年7月1日現在）
常勤役員 7 名 非常勤役員 19 名
理事長（代表理事） 呉 龍 夫 理 事 金　 一　 雄 理 事 木 村　 秀 盛
専 務 理 事 齋 藤　 智 成 理 事 金　 慶　 昭 理 事 呉　 公　 太
専 務 理 事 平 木　 幸 男 理 事 林　　義　雄 理 事 鄭 　 郁
専 務 理 事 金　 忠　 善 理 事 金　 龍　 海 理 事 宋　 栄　 奉
常 務 理 事 安 泳 相 理 事 朴　 慶　 国 理 事 豊 山　 京 一
常 務 理 事 秋 好　 克 治 理 事 金　 基　 浩 理 事 陳　 賢　 徳
常 勤 監 事 松 山　 眞 治 理 事 朴　 昌　 泳 理 事 金　 利　 中

理 事 李　 法　 生 理 事 金　 誠 一 郎
理 事 岩 田　 憲 行
員 外 監 事 坂 根　　 聡 員 外 監 事 李　 博　 盛

※定款上の役員定数　理事20人以上30人以内　監事2人以上4人以内

役員一覧

監査法人まほろば（令和7年3月末現在）
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　役職員の報酬体系

報酬体系について
1、対象役員
当組合における報酬体系の開示項目となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。
対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対
価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

（1）報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高
限度額を決定しております。
そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ
勘案し、当組合の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決
定しております。
なお、令和6年度は、役員に対する賞与は支給しておりません。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会の決議に基づき理事会が決定した額を支給し
ております。
なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
�a．決定方法　　ｂ．支払手段　　c．決定時期と支払時期

（2）役員に対する報酬  （単位：百万円）

区　　　分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額
理　　　事 167 200
監　　　事 19 40
合　　　計 187 240

注1.� 上記は協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第4号「附属明細書」における役員に対する報酬で
す。

注2.� 支払人数は、理事7名、監事4名です（期中に退任した者を含む）。
注3.� 使用人兼務理事2名の使用人分の報酬（賞与を含む）は2.8百万円です。
注4.� 上記以外に支払った役員退職慰労金は、84百万円です。

（３）その他
「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用
協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年
3月29日付金融庁告示第23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありません。

2、対象職員等
当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の非常勤役員、当組合の職員、当組合の主要な連結子法
人等の役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要
な影響を与える者をいいます。
なお、令和6年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
注1.� 対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
注2.� 「主要な連結子法人等」とは、当組合の連結子法人等のうち、当組合の連結総資産に対して2％以上の資産を有する会社等

をいいます。なお、令和6年度においては、該当する会社はありません。
注3.� 「同等額」は、令和6年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
注4.� 当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職金規程」に基づき支払っております。
� なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を

上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないため職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体
系はありません。
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　営業のご案内

預金業務

種　　　　類 内　容　と　特　色 お預け入れ期間 お預け入れ金額

流
動
性
預
金

普通預金 いつでも出し入れができます。給与・年金・配当金の自動受取や、各
種口座振替にご利用ください。 出し入れ自由 １円以上

無利息型普通預金
（決済用預金） 預金保険制度により全額が保護される無利息の普通預金です。� 出し入れ自由 １円以上

総合口座 １冊の通帳に普通預金・定期預金がセットされ、「貯める・支払う・借り
る」などの機能を持った、便利な通帳です。 出し入れ自由 １円以上

当座預金 会社や商店の資金決済にご利用ください。 出し入れ自由 １円以上
通知預金 まとまったお金の短期運用に便利です。 ７日以上 １０,０００円以上

納税準備預金 各種税金のお支払い準備のために、ご利用ください。 入金は自由
出金は納税時 １円以上

貯蓄預金 毎日の最終残高が基準残高以上となった期間は普通預金よりも金
利が高めになる口座です。 出し入れ自由 １円以上

定
期
預
金

期日指定定期預金 １年複利で１年据置後、１ヵ月前までに期日の指定によりお支払いが
できます。

据置期間１年以上
最長預入期間３年 １,０００円以上

スーパー定期預金 金額・期間に応じ自分のプランにあった預け入れができます。 １ヵ月以上５年以内 １,０００円以上
大口定期預金 まとまったお金を有利に運用できる商品です。 １ヵ月以上５年以内 １,０００万円以上
「ファースト定期預金」 お預け入れ期間を選べる商品です。 １年・３年・５年 ５０万円以上
「ベストパートナー
定期預金」 法人のお客さまにもご利用いただける商品です。 １年・３年・５年 １０万円以上

「子育て応援定期預金」 18歳未満のお子さまを育てる子育て世代の個人の方を応援させていただく商品です。 １年 1０万円以上
１，０００万円まで

「年金定期預金」 公的年金を継続的にお受け取りの個人の方にお勧めの商品です。 １年 １０万円以上
1,000万円まで

「相続定期預金」 相続により受け取られた資金を有利な金利で運用いただけます。 １年・３年・５年 １００万円以上
「つばさ定期預金」 「ご契約」から「払い出し」まで全て郵送で手続きが可能な商品です。 １年・3年 １００万円以上
「ご当地グルメが当た
る！�社会貢献みらい定
期預金」

1年経過後から「いつでも満期」扱いの商品です。ご当地グルメが抽
選で当たり、期間中の預入総額に応じて、全国のこども病院等に寄
附金を贈呈します。

最長5年
据置期間1年経過後
引出し自由

50万円以上

「ビジネス定期預金」 法人のお客さま専用の商品です。 １年 ５００万円以上
定
期
積
金

定期積金 将来の生活設計に合わせ、期間を定め毎月一定額を無理なく貯めて
いただく商品です。 １年以上５年以内 毎月１,０００円以上

「ビジネス定期積金」 法人のお客さま専用の定期積金です。 １年以上５年以内 毎月５万円以上

【預金等の保護について】
金融機関が破綻した場合、預金保険で保護される預金等の額は、保険の対象となる預金等のうち、決済用預金に該当するものは
全額、それ以外の預金等については１金融機関ごとに預金者１人当たり元本1,000万円までとその利息等になっています。

預金等の分類 保護の範囲
決済用預金 当座預金・利息のつかない普通預金　等 全額保護（恒久措置）

一般預金等
利息のつく普通預金・定期預金・定期積金・
通知預金・貯蓄預金・納税準備預金・
元 本 補 て ん の あ る 金 銭 信 託 　 等

合算して
元本1,000万円までと
その利息等を保護

外貨預金・元本補てんのない金銭信託・金融債（保護預り専用商品以外のもの）等 保護対象外（預金保険の対象外）
（注）� １.決済用預金とは、「無利息、要求払い、決済サービスを提供できる」の３要件を満たす預金です。
� � ２.保護を超える部分とその利息等、並びに保護対象外の預金等については、破綻した金融機関の財産の状況に応じて
� � 　�支払われます。（一部カットされる場合があります。）
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融資業務

融�資�の�種�類 内　容　と　特　色 ご融資金額 ご融資期間

事
業
者
向
け
ご
融
資

割引手形 一般商業手形の割引により、運転資金等に資金が必要なとき。 ― ―

手形貸付 仕入資金・買掛金決済・人件費支払いなど、短期に資金が必要なと
き。 ― ―

証書貸付 建物・機械設備・車両購入など、長期にわたって資金が必要なとき。 ― ―

代理貸付融資 全国信用協同組合連合会、日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、
住宅金融支援機構の代理貸付をご用立いたします。 ― ―

保証貸付制度融資 営業地域各県の信用保証協会保証付き融資、国や地方公共団体と
その機関の各種制度融資もご相談ください。 ― ―

しんくみ
ビジネスローン

個人事業主・法人の方を対象とした運転資金、設備資金などの事業
資金ローンです。

個人事業主�
５０万円以上５００万円以下�
法人�
５０万円以上１千万円以下

５年以内

不動産購入ローン 収益不動産購入及び改装資金にご利用できます。 ― 最長３０年以内

災害復旧ローン 災害復旧に要する資金にご利用できます。 5億円以内 要相談

商��品��名 内　容　と　特　色 ご融資金額 ご融資期間

個
人
向
け
ロ
ー
ン

教育ローン
受験、入学、在学中に係る必要な資金にご利用ください。
最長４年９ヵ月（対象校の就学期間が６年の場合は６年９ヵ月）の据置
期間もご利用できます。

１０万円以上
１千万円以下 １５年以内

カーライフローン
自動車、自動二輪の購入資金のほか、修理・車検費用・カー用品の購
入、運転免許取得資金、他金融機関カーライフローンの借換資金に
もご利用できます。

１０万円以上
１千万円以下 １０年以内

リフォームローン
自宅の増改築、修繕、電化対応、エコ給湯対応、バリアフリー等にか
かる資金。他金融機関のリフォーム資金の借換資金。但し、店舗改装
等の事業性資金は除きます。

１０万円以上
１千万円以下 １５年以内

フリーローン�チョイス 自由な使い道で、ライフプランに合わせてご利用ください。

１０万円以上
１千万円以下
（事業性資金は５００万
円以下）

６ヵ月以上
１５年以内
（事業性資金・Web申
込は１０年以内）

カードローン
アラカルト

急な出費に便利です。主婦・パートの方もお申込できます。最大
３００万円までご利用できます。
ＡＴＭの利用手数料が月５回まで無料です（翌月にＡＴＭ手数料がご
利用口座にキャシュバックされます）。

３０万円、５０万円、
１００万円、２００万円、
３００万円

１年の自動更新
但し更新時に６５歳を
超える場合は更新で
きません。
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　主な手数料一覧

【為替手数料】
種　類 手数料

同一店内宛 本支店宛 他行宛

振
込��*

１

窓口
5万円未満（1件） 330円 330円 660円
5万円以上（1件） 550円 550円 880円
給与振込 110円 110円 220円

A
T
M

キャッシュ
カ ー ド

5万円未満（1件） 110円 110円 220円
5万円以上（1件） 110円 110円 220円

現金 5万円未満（1件） 取り扱いはございません5万円以上（1件）

インターネットバンキング
スマートバンキング

5万円未満（1件） 無　料 無　料 220円
5万円以上（1件） 無　料 無　料 220円
給与振込（法人のみ） 無　料 無　料 110円

定額自動送金取扱手数料（初期費用）� 1,100円
代
金
取
立

電子交換（手形） � 440円
個別取立�*3 � 1,100円

そ
の
他

不渡手形返却料（1通） � 1,100円
取立手形組戻料（1通） � 1,100円
取立手形店頭提示料（1件） � 1,100円
送金・振込の組戻料（1件） � 1,100円

【融資関係手数料】
種　　類 手数料

不動産担保設定
手数料

①新規設定

設定額１千万円未満 11,000円
設定額１千万円以上１億円未満 33,000円
設定額１億円以上３億円未満 55,000円
設定額３億円以上 110,000円

②設定変更（1件） 11,000円
③未実行 実　費

繰上返済事務手数料 一部繰上返済（1回） 5,500円
全部繰上返済 11,000円

貸付条件変更手数料�*4 11,000円
公正証書作成費用 実　費
登記設定費用 実　費
融資証明書発行 5,500円
ご返済予定表再発行 �770円

融資手数料

融資額×2％
（＋消費税）を
上限として融
資手数料を頂
く場合があり
ます。

【個人情報開示に関する手数料】
種　　類 手数料

個人データ情報開示に係る各種手数料（1項目につき） 1,100円
取引履歴に関する事項 履歴開示（1項目につき） 3,300円

*1�他行のキャッシュカードをご利用の場合、別途ＡＴＭ手数料がかかる場合がございます。
*2�お客さま指定の様式にて発行する場合は各1,100円となります。
*3�電子交換所に参加しない金融機関宛の手形・小切手など郵送対応が必要となる場合は各1,100円となります。
*4�「債務残高×２％（＋消費税）」を上限として、貸付条件変更手数料を徴求する場合があります。
*5�以降1,000枚毎550円を加算。

【預金関係手数料】
種　　類 手数料

当座預金 小切手用紙� （1冊50枚綴） 4,400円
約束手形用紙�（1冊50枚綴） 4,400円

再発行 証書・キャッシュカード・通帳 1,100円
出資配当金通知書等 1,100円

カード等再送付手数料（3回目以降、1回につき） 1,650円
自己宛小切手発行（1枚） 1,100円
残高証明書（預金/貸付/出資金）・利息証明書発行�*2 770円
残高証明書継続発行（全取引） 550円
取引履歴表発行（1科目につき） 1,100円
取引履歴表発行（相続用） 3,300円
取引伝票類（写し）発行 1,100円
定期預金証書式から通帳式（総合口座、定期預金通帳）への変更 無　料
定期預金通帳式（総合口座、定期預金通帳）から証書式への変更 1,100円
未利用口座管理手数料（1口座につき・年間） 1,320円
破産管財人等口座開設手数料

11,000円口座の種類

破産管財人名義口座
相続財産清算人名義口座
相続財産管理人名義口座
不在者財産管理人名義口座

※既存口座からの名義変更は行いません。

【窓口両替手数料】
種　　類 取扱い枚数（紙幣＋硬貨） 手数料
両　替

（金種指定支払
を含む）

1枚～50枚 無　料
51枚～1,000枚 550円
1,001枚～�*5 1,100円

【大量硬貨取扱手数料】
種　　類 取扱い枚数 手数料

大量硬貨
取扱手数料

1枚～50枚 無　料
51枚～1,000枚 550円
1,001枚～�*5 1,100円

【口座管理法に関する手数料】
種　　類 手数料

相続時口座照会（1件につき） 5,060円
災害時口座照会 無　料

（令和7年4月1日現在）
＊金額はすべて消費税を含みます
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　営業地区・店舗一覧・自動機器（ATM）設置状況
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　営業地区・店舗一覧・自動機器（ATM）設置状況

55 大和支店

〒242-0021
神奈川県大和市中央5-12-1
TEL（046）260-0211　FAX（046）260-0221
自動機器(ATM)なし

店舗番号：007

77 水戸支店

〒310-0803
茨城県水戸市城南1-4-7（第5プリンスビル1階）
ＴＥＬ（029）221-2321　ＦＡＸ（029）221-2303
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：012

66 静岡支店

〒420-0851
静岡県静岡市葵区黒金町59-6（大同生命静岡ビル1階）
TEL（054）255-2295　FAX（054）255-0504
自動機器（ATM）あり（平日9：00～15：00）

店舗番号：009

88 千葉支店

〒260-0015
千葉県千葉市中央区富士見2-5-12（ＧＲＡＮＤ�ＣＥＮＴＲＡＬ�ＣＨＩＢＡ�２階）
ＴＥＬ：043-225-2323　ＦＡＸ：043-225-2626

店舗番号：014

11 本店営業部

〒231-0015�
神奈川県横浜市中区尾上町5-77-1
TEL（045）285-1230　FAX（045）277-4560
自動機器（ATM）あり（平日9：00～17：00）

店舗番号：001

33 横須賀支店

〒238-0006
神奈川県横須賀市日の出町1-2-8
TEL（046）822-6935　FAX（046）825-0368
自動機器(ATM)なし

店舗番号：003

22 川崎支店

〒210-0005
神奈川県川崎市川崎区東田町8（パレール川崎レッド館1階）
TEL（044）244-4961　FAX（044）244-0351
自動機器（ATM）あり（平日9：00～15：00）

店舗番号：002

44 平塚支店

〒254-0034
神奈川県平塚市宝町2-1（ホーメスト平塚共同ビル2階）
ＴＥＬ（0463）23-2222　ＦＡＸ（0463）23-9931
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：004
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1313 松本支店

〒390-0811
長野県松本市中央2-3-17（知新堂ビル1階）
ＴＥＬ（0263）35-4177　ＦＡＸ（0263）35-4325
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：031

1515 諏訪支店

〒394-0081
長野県岡谷市長地権現町4-4-1
TEL（0266）27-1515　FAX（0266）27-1887
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：033

99 船橋支店

〒273-0003
千葉県船橋市宮本1-22-13
TEL（047）424-4841　FAX（047）424-5564
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：015

1111 富山支店

〒930-0002
富山県富山市新富町1-2-3（CIC2階）
TEL（076）433-2220　FAX（076）433-2229
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：024

1414 上田支店

〒389-0505
長野県東御市和1631-1
TEL（0268）64-2747　FAX（0268）64-2798
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：032

1616 前橋支店

〒371-0844
群馬県前橋市古市町1-5-4
TEL（027）252-2301　FAX（027）252-2551
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：035

1010 福井支店

〒910-0854
福井県福井市御幸4-10-25
TEL（0776）24-1200　FAX（0776）27-6818
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：022

1212 金沢支店

〒920-0031
石川県金沢市広岡2-6-26
TEL（076）221-1267　FAX（076）221-2045
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：025
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　営業地区・店舗一覧・自動機器（ATM）設置状況

2121 飯塚支店

〒820-0005
福岡県飯塚市新飯塚12-16
TEL（0948）22-7007　FAX（0948）25-1449
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：043

2424 熊本支店

〒860-0041
熊本県熊本市中央区細工町4-30-1
TEL（096）355-6161　FAX（096）322-7562
自動機器（ATM）あり（平日9：00～16：30）

店舗番号：045

2222 東福岡支店

〒813-0044
福岡県福岡市東区千早4-20-1�（ドコモ香椎ビル2階）
TEL（092）674-7733　FAX（092）674-7730
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：044

2323 福岡天神支店

〒810-0001
福岡県福岡市中央区天神2-14-2（福岡証券ビル1階）
TEL（092）401-5333　FAX（092）401-0537

店舗番号：049

1717 宇都宮支店

〒320-0027
栃木県宇都宮市塙田2-4-2
TEL（028）625-0221　FAX（028）625-0224
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：037

1919 福岡営業部

〒812-0016
福岡県福岡市博多区博多駅南2-2-12
TEL（092）441-8888　FAX（092）441-8415
自動機器（ATM）あり（平日9：00～16：30）

店舗番号：041

1818 新潟支店

〒９５０-００８７
新潟県新潟市中央区東大通２-４-１０（日本生命新潟ビル１階）
ＴＥＬ（０２５）２４５-８２８１　ＦＡＸ（０２５）２４５-８２８７
自動機器（ＡＴＭ）なし

店舗番号：038

2020 北九州支店

〒802-0002
福岡県北九州市小倉北区京町4-1-2
TEL（093）511-3330　FAX（093）511-3338
自動機器（ATM）あり（平日9：00～16：30）

店舗番号：042
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2626 大分支店

〒870-0035
大分県大分市中央町1-1-3（朝日生命大分ビル1階）
ＴＥＬ（097）532-7334　ＦＡＸ（097）532-7371
自動機器（ＡＴＭ）あり（平日9：00～16：30）

店舗番号：0472525 熊本県庁通り支店

〒862-0954
熊本県熊本市中央区神水1-2-12
TEL（096）381-6767　FAX（096）381-6772
自動機器（ATM）あり（平日9：00～16：30）

店舗番号：046

2727 佐賀支店

〒840-0804
佐賀県佐賀市神野東2-1-3
TEL（0952）32-1161　FAX（0952）32-1163
自動機器（ATM）あり（平日9：00～16：30）

店舗番号：048 2828 岡山支店

〒700-0971
岡山県岡山市北区野田2-7-9
TEL（086）241-8181　FAX（086）241-8198
自動機器（ATM）あり（平日9：00～16：30）

店舗番号：051

2929 倉敷支店

〒710-0055
岡山県倉敷市阿知1-1-1（さんすて倉敷2階）
ＴＥＬ（086）441-0755　ＦＡＸ（086）441-0766
自動機器（ＡＴＭ）あり（平日9：00～16：30）

店舗番号：052



39

DISCLOSURE 2025　横浜幸銀信用組合の現状

当
組
合
の
自
己
紹
介

業
績
の
ご
報
告

当
組
合
に
つ
い
て

資
料
編

資料編
財務諸表� …………………………………40
貸借対照表� …………………………………40
損益計算書� …………………………………41
剰余金処分計算書� …………………………41
貸借対照表の注記� …………………………42
損益計算書の注記� …………………………47
貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されていない評価損益の額� …47
財務諸表の適法性及び内部監査の有効性と法定監査状況�…47
貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額� …47
監査報告書� …………………………………47
資金運用勘定、調達勘定の平均残高� ……48
総資金利鞘等� ………………………………48
１店舗当たりの預金及び貸出金残高� ……48
役職員１人当たりの預金及び貸出金残高�…48
オフバランス取引の状況� …………………48
先物取引の時価情報� ………………………48
総資産利益率� ………………………………48
有価証券の時価等情報、満期保有目的の債券�…48
その他の有価証券� …………………………48
時価評価されていない有価証券の主な内容�…49
預貸率及び預証率� …………………………49
その他の業務収益の内訳�…………………49
粗利益� ………………………………………49
経費の内訳� …………………………………49
役務取引の状況� ……………………………49
受取利息及び支払利息の増減�……………49
預金種目別平均残高� ………………………49
財形貯蓄残高� ………………………………49
預金者別預金残高� …………………………50
定期預金種類別残高�………………………50
貸出金科目別平均残高� ……………………50
有価証券種類別平均残高�…………………50

外国為替取扱高� ……………………………50
外貨建資産残高� ……………………………50
有価証券種類別残存期間別残高�…………50
貸出金業種別残高・構成比� ………………50
商品有価証券の種類別平均残高�…………50
担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額�…51
貸出金金利区分別残高�……………………51
消費者ローン・住宅ローン残高�……………51
貸出金使途別残高� …………………………51
貸倒引当金の内訳� …………………………51
貸出金償却� …………………………………51
代理貸付残高の内訳� ………………………51
公庫・事業団等別貸出残高構成比� ………51
内国為替取扱実績� …………………………51
公社債引受高� ………………………………51
公共債窓販実績� ……………………………51

自己資本の充実状況等について�…52
自己資本充実状況（自己資本比率明細）�…52
標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳�…53
自己資本調達手段の概要�…………………53
自己資本充実に関する事項� ………………54
標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの
区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳� …………55
信用リスクに関する事項� …………………57
出資等エクスポージャーに関する事項� …58
リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等� …59
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� …59
金利リスクについて� ………………………60

索引�…………………………………………62



当
組
合
の
自
己
紹
介

業
績
の
ご
報
告

当
組
合
に
つ
い
て

資
料
編

40

　財務諸表
貸借対照表

負債の部 （単位：千円）
科　　　　目 令和5年度末 令和6年度末

預 金 積 金 655,070,471 673,193,585
当 座 預 金 2,589,981 2,804,176
普 通 預 金 65,588,336 70,127,140
貯 蓄 預 金 8,032 7,642
通 知 預 金 241,491 499,401
定 期 預 金 584,953,945 598,022,000
定 期 積 金 1,595,739 1,346,141
そ の 他 の 預 金 92,943 387,082

そ の 他 の 負 債 3,427,268 5,536,038
未 決 済 為 替 借 35,004 32,603
未 払 費 用 2,756,072 3,667,513
給 付 補 填 備 金 566 387
未 払 法 人 税 等 28,654 768,531
前 受 収 益 243,464 528,404
払 戻 未 済 金 234,303 402,200
リ ー ス 債 務 13,670 12,694
そ の 他 の 負 債 115,533 123,702

代 理 業 務 勘 定 - 57
賞 与 引 当 金 230,642 252,582
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 286,107 286,109
そ の 他 の 引 当 金 2,512 1,476
偶 発 損 失 引 当 金 1,360 426
睡眠預金払戻損失引当金 1,152 1,050

再評価に係る繰延税金負債 6,465 6,465
債 務 保 証 104,591 82,124
負 債 の 部 　 合 計 659,128,059 679,358,440

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 27,515,634 27,386,818
普 通 出 資 金 12,140,634 12,011,818
優 先 出 資 金 15,325,000 15,325,000
そ の 他 の 出 資 金 50,000 50,000

資 本 剰 余 金 9,331 9,331
資 本 準 備 金 9,331 9,331

利 益 剰 余 金 20,131,479 23,677,213
利 益 準 備 金 5,324,100 6,604,100
その他の利益剰余金 14,807,379 17,073,113
特 別 積 立 金 2,028,000 2,431,000
（ 目 的 積 立 金 ） （2,028,000） （2,431,000）
当期未処分剰余金 12,779,379 14,642,113

組 合 員 勘 定 合 計 47,656,446 51,073,364
その他有価証券評価差額金 △ 2,629 △ 3,967
土 地 再 評 価 差 額 金 17,605 17,605
評 価・換 算 差 額 等 合 計 14,975 13,637
純 資 産 の 部 　 合 計 47,671,421 51,087,001
負債及び純資産の部　合計 706,799,481 730,445,442

資産の部 （単位：千円）
科　　　　目 令和5年度末 令和6年度末

現 金 4,526,412 5,966,371
預 け 金 201,735,146 201,852,757
有 価 証 券 464,665 361,675
社 債 403,365 300,375
株 式 61,300 61,300

貸 出 金 490,010,329 511,546,863
割 引 手 形 3,000 -
手 形 貸 付 15,359,519 18,527,592
証 書 貸 付 474,473,862 492,840,044
当 座 貸 越 173,947 179,226

そ の 他 資 産 2,783,093 2,556,647
未 決 済 為 替 貸 189,606 175,906
全 信 組 連 出 資 金 1,503,000 1,503,000
前 払 費 用 59,272 82,246
未 収 収 益 459,999 316,414
そ の 他 の 資 産 571,214 479,080

有 形 固 定 資 産 10,408,622 10,408,038
建 物 2,822,027 5,140,121
土 地 4,592,789 4,592,789
リ ー ス 資 産 13,670 12,694
建 設 仮 勘 定 2,401,175 8,300
その他の有形固定資産 578,959 654,132

無 形 固 定 資 産 53,288 36,216
ソ フ ト ウ ェ ア 52,784 33,446
その他の無形固定資産 504 2,769

前 払 年 金 費 用 13,863 16,609
繰 延 税 金 資 産 217,733 217,733
債 務 保 証 見 返 104,591 82,124
貸 倒 引 当 金 △ 3,300,532 △ 2,599,594
（うち個別貸倒引当金） △�2,469,644 △�1,744,206

資 産 の 部 　 合 計 706,799,481 730,445,442
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　財務諸表
損益計算書

（単位：千円） （単位：千円）

科　　　　目 令和5年度末 令和6年度末 科　　　　目 令和5年度末 令和6年度末

経 常 収 益 11,495,075 13,282,838 経 常 利 益 3,547,968 4,667,762
資 金 運 用 収 益 10,916,505 11,872,598 特 別 利 益 57,550 1,493
貸 出 金 利 息 10,724,066 11,483,171 固 定 資 産 処 分 益 21,666 1,493

預 け 金 利 息 152,874 350,167 そ の 他 の 特別利益 35,884 -

有価証券利息配当金 4,429 4,120 特 別 損 失 32,579 135,425
その他の受入利息 35,135 35,139 固 定 資 産 処 分 損 32,579 71,481

役 務 取 引 等 収 益 335,077 638,196 減 損 損 失 - 27,943

受 入 為 替 手 数 料 30,648 30,804 その他の特別損失 - 36,000
その他の役務収益 304,429 607,391 税 引 前 当 期 純 利 益 3,572,939 4,533,830
そ の 他 業 務 収 益 45,661 33,275 法人税、住民税及び事業税 28,654 768,531
その他の業務収益 45,661 33,275 法 人 税 等 調 整 額 10,987 △ 217,733
そ の 他 経 常 収 益 197,831 738,767 当 期 純 利 益 3,533,298 3,983,032
貸 倒 引 当 金 戻 入 - 502,173 繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 9,275,999 10,659,080
償 却 債 権 取 立 益 143,368 173,492 土地再評価差額金取崩額 △ 29,918 -
その他の経常収益 54,462 63,101 当 期 未 処 分 剰 余 金 12,779,379 14,642,113

経 常 費 用 7,947,107 8,615,075

資 金 調 達 費 用 2,213,723 2,571,094

預 金 利 息 2,213,346 2,570,714

給付補填備金繰入額 377 379

役 務 取 引 等 費 用 65,189 66,579

支 払 為 替 手 数 料 18,683 19,461

その他の役務費用 46,506 47,117

そ の 他 業 務 費 用 260 484

その他の業務費用 260 484

経 費 5,197,095 5,419,473

人 件 費 2,661,454 2,598,118

物 件 費 2,446,040 2,717,204

税 金 89,601 104,150

そ の 他 経 常 費 用 470,838 557,444

貸 出 金 償 却 97,975 66,290

貸倒引当金繰入額 305,534 -

その他の経常費用 67,328 491,154

剰余金処分計算書
（単位：千円）

科　　　　目 令和5年度末 令和6年度末
当 期 未 処 分 剰 余 金 12,779,379 14,642,113
利 益 準 備 金 1,280,000 1,470,000
普通出資に対する配当金 120,704 122,452
優先出資に対する配当金 316,593 330,501
特 別 積 立 金 403,000 457,000

次 期 繰 越 金 10,659,080 12,262,159
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1.� 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示してお
ります。

２．�有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価の
あるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、市場価格のな
い株式等については移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額につ
いては、全部純資産直入法により処理しております。

３．�土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日法律第34号）に基づき、旧横浜商銀信用組合の事業用の土地の再評価を
行っております。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日� � 平成11年3月31日
当該事業用土地の再評価前の帳簿価格� � 211,495千円
当該事業用土地の再評価後の帳簿価格� � 235,566千円
同法律第3条第3項に定める再評価の方法� 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）
� 第2条第1号に定める地価公示法に基づいて（奥行価格補正、時点修正、
� 近隣売買事例等による補正等）合理的な調整を行って算出
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における
時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価格の合計額との差額　△56,166千円

４．�有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く。）並びに平成28
年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとお
りであります。

建　　　物　　3年～50年 そ　の　他　　2年～20年
５．�無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における

利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。
６．�所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によ

り償却しております。なお、残存価格については、リース契約上の残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ
以外のものは零としております。

� なお、リース取引開始日が平成20年4月1日前に開始する事業年度に属するものについては通常の賃貸借取引に準じた会計
処理を行っております。また、リース資産総額に重要性が乏しいため利息相当額は合理的な見積額を控除しない方法を採用
し、減価償却費の算定は定額法によっております。

７．�貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
� 破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況

にある債務者（以下「実質破綻先」という）の債権については、下記直接減額後の帳簿価格から、担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

� また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」とい
う）に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち債
務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、一定の種類毎に分類
し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。

� 全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に管理部（資産査定部署）が資産査定を実施してお
り、その査定結果により上記の引当てを行っております。

� なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可
能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は37,695,765千円であ
ります。

８．�役員退職慰労引当金は、常勤役員への退職慰労金の支払いに備えるため、常勤役員に対する退職慰労金の支給見込額のう
ち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

９．�賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額
を計上しております。

10.� 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
必要額を計上しております。

� また、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間の帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

� 数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。
� 数理計算上の差異：各発生年度の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により按分した額をそ

れぞれの発生の翌事業年度から費用処理しております。

貸借対照表の注記
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　財務諸表

� なお、当事業年度において、退職給付引当金が▲16,609千円（マイナス表記）となるため、前払年金費用として資産計上して
おります。

11.� 当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合
の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用と
して処理しております。

� なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説
明は次のとおりであります。

　（１）制度全体の積立状況に関する事項（令和６年3月31日現在）
� 年金資産の額� 249,416百万円
� 年金財政計算上の数理債務の額と
� 最低責任準備金の額との合計額� 211,033百万円
� 差引額� 38,382百万円
　（２）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　　（自令和４年4月1日　至令和５年3月31日）� 1.254％
　（３）補足説明
� 上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高9,895百万円及び別途積立金48,278百万円であり

ます。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間8年の元利均等償却であります。
12.� 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応

じて発生する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。
13.� 偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における支出に備えるため、将来の負担金支出見込

額426千円を計上しております。
14.� 収益の計上方法について、当組合の主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点は、

損益計算書の注記において収益を理解するための基礎となる情報とあわせて注記しております。
15.� 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額� 417,537千円
16.� 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額� 1,153,476千円
17.� 有形固定資産の減価償却累計額3,456,101千円
18.� 債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は2,717百万円、危険債権額は3,644百万円であります。なお、破産更

生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ
ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

� また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の
元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないもので
あります。

19.� 債権のうち、三月以上延滞債権額は0円であります。
� なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債

権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
20.� 債権のうち、貸出条件緩和債権は1,941百万円であります。
� なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債
権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。

21.� 破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、三月以上延滞債権額並びに貸出条件緩和債権額の合計額は8,303
百万円であります。

� なお、１８．から２１．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
22.� 貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等及び営業車両については、リース契約により使用しております。
23.� 手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形は、0千円です。
24.� 担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　　担保提供している資産� 預け金� 2,000,000千円
　　　担保資産に対応する債務�借用金� 0千円
� 上記のほか、公金取り扱い、為替取引等のために、預け金5,517,300千円、その他の資産8,120千円を担保として提供してお

ります。
25.� その他の出資金50百万円は、平成26年3月10日に行った旧あすなろ信用組合との合併により承継した優先出資金50百万

円を平成29年7月28日に協同組織金融機関の優先出資に関する法律第15条第1項第1号の規定に基づき消却したことによ
り、優先出資金からその他の出資金に振替えたものであります。

26.� 出資1口当たりの純資産額は、176円38銭です。
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� なお、算出にあたっては、純資産の部から優先出資金を控除しております。
27.� 金融商品の状況に関する事項
　（１）金融商品に対する取組方針
� 当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
� このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理(ALM）をしております。
　（２）金融商品の内容及びそのリスク
� 当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
� また、有価証券は、主に債券及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
� これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
� 一方、金融負債は、主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　（３）金融商品に係るリスク管理体制
� ①信用リスクの管理
� 当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、

保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
� これらの与信管理は、各営業店のほか審査部及び管理部により行われ、また、定期的に融資審査委員会及び経営陣による常

勤理事会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、与信管理の状況について、審査部がチェックしておりま
す。

� 有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理してお
ります。

� ②市場リスクの管理
� （ｉ）金利リスクの管理
� � 当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
� � 金利リスクに関する方針及び規程において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、リスク管理委員会におい

て実施状況の把握・確認、今後の対応等を協議し、常勤理事会や理事会へ報告しております。
� （ⅱ）価格変動リスクの管理
� � 有価証券を含む市場運用商品の保有については、理事会の監督の下、市場リスク管理規程に従い行われております。
� � このうち、総合企画部では、市場運用商品に関し、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図ってお

ります。
� � 保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリ

ングしております。
� � これらの情報は、総合企画部を通じ、リスク管理委員会及び常勤理事会において定期的に報告されております。
� （ⅲ）市場リスクに係る定量的情報
� � 当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のう

ち債券、「貸出金」、「預金積金」などであります。
� � 当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、保有期間1年、過去5年の観測期間で計測される99パーセンタ

イル値、又は1パーセンタイル値を用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての定
量的分析に利用しております。

� � 当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を固定金利群と変動金利群に分け、それぞれ金利期日
に応じて適切な期間に残高を分散し、期間ごとの金利変動幅を用いております。

� � なお、当該事業年度末現在、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定した場合の99パーセンタイル値、又
は1パーセンタイル値を用いた時価は、39百万円減少するものと把握しております。

� � 当該変動幅は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他リスク変数との相関を考慮してお
りません。

� � 又、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
� ③資金調達に係る流動性リスク管理
� 当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの

調整などによって、流動性リスクを管理しております。
28.� 金融商品の時価等に関する事項
� 令和7年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
� なお、市場価格のない株式及び組合出資金は、次表には含めておりません。また、重要性の乏しい科目については、記載を

省略しております。
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　財務諸表

� （単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　価 差　額

（1）預け金 201,852 201,286 △ 566
（2）有価証券 300 300 △ 0
　　　　満期保有目的の債券 100 100 △ 0
　　　　その他有価証券 200 200 －
（3）貸出金 511,546
　　　　貸倒引当金�※1 △ 2,599

508,947 509,733 786
　　　　金融資産　計 711,161 711,319 158
（1）預金積金 673,193 673,464 270
（2）借用金 － － －
　　　　金融負債　計 673,193 673,464 270

� ※1　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
� （注１）金融商品の時価等の算定方法

金融資産
（１）預け金
� 満期のない預け金については、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみな
しております。

（２）有価証券
� 株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。なお、保

有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については２９から３２に記載しております。
（３）貸出金
� 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権については、担保、及び保証による回収見込

額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は事業年度末日における貸借対照表から貸倒見積高を
控除した金額に近似しており、当該価格を時価としております。

� 上記以外の貸出金については、将来回収が見込まれる元利金の合計キャッシュ・フローを市場金利で割り引い
た現在価値をもって時価としております。

金融負債
（１）預金積金
� 要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価格）を時価とみなしております。定期預金

の時価は、一定の期間ごとに算出した将来キャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算出しております。
� その割引率は、新規に預金を受入れる際に適用する利率を用いております。

� （注2）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれて
おりません。

� �� （単位：千円）
区　分 貸借対照表計上額

　非上場株式�※1 61,300
　組合出資金�※1 1,504,500

合　　計 1,565,800
� ※１�非上場株式及び組合出資金（全国信用協同組合連合会等）は、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の
� � 時価等の開示に関する適用指針」（令和２年３月31日）第５号に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

29.� 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２）満期保有目的の債券
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� （単位：百万円）
種 類 貸借対照表計上額 時　価 差　額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

国 債 － － －
地 方 債 － － －
社 債 － － －
小 計 － － －

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

国 債 － － －
地 方 債 － － －
社 債 100 100 △0
小 計 100 100 △0

合　　計 100 100 △0
（３）その他有価証券
� （単位：百万円）

種 類 貸借対照表計上額
（時価評価額） 償却原価 差　額

貸借対照表計上額が
償却原価を超えるもの

国 債 － － －
地 方 債 － － －
社 債 － － －
小 計 － － －

貸借対照表計上額が
償却原価を超えないもの

国 債 － － －
地 方 債 － － －
社 債 200 204 △3
小 計 200 204 △3

合　　計 200 204 △3
30.� 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
31.� 当事業年度中に売却したその他有価証券はありません。
32.� 満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は次のとおりであります。
� （単位：百万円）

1 年 以 内 1 年 超
5 年 以 内

5 年 超
10年以内 1 0 年 超

満期保有目的の債券 100 － － －
　うち国債 － － － －
　うち地方債 － － － －
　うち社債 100 － － －
その他有価証券のうち満期があるもの － 200 － －
　うち国債 － － － －
　うち地方債 － － － －
　うち社債 － 200 － －

合　　計 100 200 － －
33.� 繰延税金資産の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下の通りであります。
� 繰延税金資産
� 　貸出金償却� 1,009百万円
� 　貸倒引当金� 439百万円
� 　未収利息� 2百万円
� 　未払事業税� 52百万円
� 　減価償却超過額� 31百万円
� 　一括償却資産� 12百万円
� 　固定資産減損� 103百万円
� 　賞与引当金� 70百万円
� 　退職給付引当金� △4百万円
� 　役員退職慰労引当金� 81百万円
� 　有価証券評価差額金� 1百万円
� 　その他� 2百万円
� 繰延税金資産小計� 1,803百万円
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　財務諸表

貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されていない評価損益の額

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

損益計算書の注記

財務諸表の適法性及び内部監査の有効性と法定監査状況

監査報告書

（単位：千円）
科 目 令和5年度末 令和6年度末
評 価 損 益 △2,629 △3,967

（注）その他有価証券の評価損益です。

私は、当組合の令和6年４月１日から令和7年３月３１日までの第9期事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金
処分計算書の適法性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。
� 令和7年6月25日　

横浜幸銀信用組合　理事長　呉　龍　夫

1.� 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示してお
ります。

2.� 出資1口当たりの当期純利益　　29円70銭
3.� 収益を理解するための基礎となる情報は以下のとおりであります。
　　顧客との契約から生じる収益の主なものは預金業務や融資業務に基づく受入手数料（一般顧客から受領する手数料のほか、

銀行間手数料を含む）やその他の役務収益等であり、これらの取引の履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足される
ため、原則として、一時点で収益を認識しております。

４．�特別損失のうち、その他の特別損失として計上している36百万円については、旧千葉支店の資産除去費用見合額として計上
したものであります。

監査法人まほろば（令和7年3月末現在）
当組合は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の8第3項に規定する「特定信用組合」に該当しておりますので、通常総
代会に提出される「貸借対照表」、「損益計算書」、「剰余金処分計算書」等につきましては、会計監査人である「監査法人まほろ
ば」の監査を受けております。

該当ありません。

� 　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当金� －
� �　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当金�△1,585百万円
　� 評価性引当金小計� △1,585百万円
　� 繰延税金資産合計� 217百万円
　� 繰延税金資産の純額� 217百万円
34.� 重要な会計上の見積り
� 会計上の見積もりにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響

を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
� 貸倒引当金　2,599百万円
� 貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７．に記載しております。
� 主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
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科　　　　目 年度 平均残高
（百万円）

利息
（千円）

利回り
（％）

資金運用勘定 令和５年度 669,631 10,916,505 1.63
令和６年度 708,322 11,872,598 1.67

うち貸出金 令和５年度 472,574 10,724,066 2.26
令和６年度 498,931 11,483,171 2.30

うち預け金 令和５年度 195,062 152,874 0.07
令和６年度 207,475 350,167 0.16

うち�
金融機関貸付等

令和５年度 - - -
令和６年度 - - -

うち有価証券 令和５年度 491 4,429 0.90
令和６年度 411 4,120 1.00

資金調達勘定 令和５年度 632,309 2,213,723 0.35
令和６年度 669,699 2,571,094 0.38

うち預金積金 令和５年度 632,299 2,213,723 0.35
令和６年度 669,687 2,571,094 0.38

うち借入金 令和５年度 - - -
令和６年度 - - -

（注）資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高（令和5年度
1,395百万円、令和6年度1,368百万円）を、控除して表示し
ております。

（単位：％）
区　　　　　分 令和5年度 令和6年度

資 金 運 用 利 回 （ ａ ） 1.63 1.67
資 金 調 達 原 価 率 （ ｂ ） 1.17 1.19
資 金 利 鞘 （ ａ － ｂ ） 0.46 0.48

（単位：百万円）
区　　　　　分 令和5年度 令和6年度

１ 店 舗 当 た り の 預 金 残 高 22,588 22,439
１店舗当たりの貸出金残高 16,896 17,051

（単位：百万円）
区　　　　　分 令和5年度 令和6年度

役職員１人当たりの預金残高 1,985 2,071
役職員１人当たりの貸出金残高 1,484 1,573

（単位：％）
区　　　　　分 令和5年度 令和6年度

総 資 産 経 常 利 益 率 0.52 0.64
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.51 0.55
（注）総資産経常（当期純）利益率

＝ 経常（当期純）利益 ×100総資産（債務保証見返を除く）平均残高

（単位：百万円）

種類
令和5年度 令和6年度

貸借
対照表
計上額

時価 差額
貸借
対照表
計上額

時価 差額

時価が貸借
対照表計上額
を超えるもの

国 債 - - - - - -
地 方債 - - - - - -
短期社債 - - - - - -
社 債 200 200 0 - - -
そ の他 - - - - - -
小 計 200 200 0 - - -

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

国 債 - - - - - -
地 方債 - - - - - -
短期社債 - - - - - -
社 債 - - - 100 100 0
そ の他 - - - - - -
小 計 - - - 100 100 0

合　計 200 200 0 100 100 0
（注）� 1．時価は当該事業年度末における市場価額等に基づいて

おります。
� 2．上記の「その他」は、外国証券、投資信託等です。
� 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

は本表には含めておりません。

（単位：百万円）

種類
令和5年度 令和6年度

貸借
対照表
計上額

償却
原価 差額

貸借
対照表
計上額

償却
原価 差額

貸借対照表
計 上 額 が
償却原価を
超えるもの

株 式 - - - - - -
債 券 - - - - - -
国 債 - - - - - -
地 方債 - - - - - -
短期社債 - - - - - -
社 債 - - - - - -
そ の他 - - - - - -
小 計 - - - - - -

貸 借対照表
計 上 額 が
償却原価を
超えないもの

株 式 - - - - - -
債 券 - - - - - -
国 債 - - - - - -
地 方債 - - - - - -
短期社債 - - - - - -
社 債 202 205 △�2 200 204 △�3
そ の他 - - - - - -
小 計 202 205 △�2 200 204 △�3

合　計 202 205 △ 2 200 204 △ 3
（注）� 1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等

に基づいております。
� 2．上記の「その他」は、外国証券、投資信託等です。
� 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券

は本表には含めておりません。

該当ありません。

該当ありません。

資金運用勘定、調達勘定の平均残高

総資金利鞘等

１店舗当たりの預金及び貸出金残高

役職員１人当たりの預金及び貸出金残高

オフバランス取引の状況

先物取引の時価情報

総資産利益率

有価証券の時価等情報、満期保有目的の債券

その他の有価証券
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　財務諸表

（単位：百万円）
区　　　　　分 令和5年度�

貸借対照表計上額
令和6年度�

貸借対照表計上額
信組情報サービス株式会社 3 3
株式会社商工組合中央金庫 58 58
横 須 賀 中 央 町 づ く り 0 0
非 上 場 株 式 　 合 計 61 61
※非上場株式については、市場価額がなく、時価を把握すること
が極めて困難なことから時価開示の対象としてはおりません。

（単位：千円）
項 目 令和5年度 令和6年度
外 国 為 替 売 買 益 - -
商 品 有 価 証 券 売 買 益 - -
国 債 等 債 券 売 却 益 - -
国 債 等 債 券 償 還 益 - -
金 融 派 生 商 品 収 益 - -
そ の 他 の 業 務 収 益 45,661 33,275
そ の 他 業 務 収 益 合 計 45,661 33,275

（単位：千円）
科 　 目 令和5年度 令和6年度
受 取 利 息 の 増 減 446,254 956,093
支 払 利 息 の 増 減 26,750 357,370

（単位：百万円、％）
科 　 目 令和5年度 令和6年度

金額 構成比 金額 構成比
流 動 性 預 金 55,540 8.8 65,420 9.8
定 期 性 預 金 576,759 91.2 604,267 90.2
その他の預金 - - - -
合 計 632,299 100.0 669,687 100.0

（単位：％）
科 目 年 　 度 令和5年度 令和6年度
預 貸 率 （ 期 末 ） 74.80 75.98

（期中平残） 74.73 74.50
預 証 率 （ 期 末 ） 0.07 0.05

（期中平残） 0.07 0.06

（単位：千円）
科　　　　　目 令和5年度 令和6年度

資 金 運 用 収 益 10,916,505 11,872,598
資 金 調 達 費 用 2,213,723 2,571,094
資 金 運 用 収 支 8,702,782 9,301,504
役 務 取 引 等 収 益 335,077 638,196
役 務 取 引 等 費 用 65,189 66,579
役 務 取 引 等 収 支 269,888 571,617
そ の 他 業 務 収 益 45,661 33,275
そ の 他 業 務 費 用 260 484
そ の 他 業 務 収 支 45,401 32,791
業 務 粗 利 益 9,018,070 9,905,912
業 務 粗 利 益 率 1.34 1.39
業 務 純 益 4,004,877 4,486,439
実 質 業 務 純 益 3,820,974 4,486,439
コ ア 業 務 純 益 3,820,974 4,486,439

（注）� １．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定平均残高×100
� ２．業務純益＝業務収益－(業務費用－金銭の信託運用見合費用)
� ３．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
� ４．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債権損益

（単位：千円）
科 　 目 令和5年度 令和6年度
人 件 費 2,661,454 2,598,118
報 酬 給 料 手 当 2,185,017 2,132,251
退 職 給 付 費 用 118,832 108,461
そ の 他 357,603 357,405
物 件 費 2,446,040 2,717,204
事 務 費 741,415 852,516
固 定 資 産 費 568,231 561,593
事 業 費 567,114 591,833
人 事 厚 生 費 121,704 121,598
減 価 償 却 費 361,223 499,858
そ の 他 86,350 89,804
税 金 89,601 104,150
経 費 合 計 5,197,095 5,419,473

（単位：千円）
科 　 目 令和5年度 令和6年度
役 務 取 引 等 収 益 335,077 638,196
受 入 為 替 手 数 料 30,648 30,804
そ の 他 の 受 入 手 数 料 302,895 605,860
その他の役務取引等収益 1,534 1,531
役 務 取 引 等 費 用 65,189 66,579
支 払 為 替 手 数 料 18,683 19,461
そ の 他 の 支 払 手 数 料 20,270 21,183
その他の役務取引等費用 26,236 25,934

該当ありません。

財形貯蓄残高

時価評価されていない有価証券の主な内容

その他の業務収益の内訳

受取利息及び支払利息の増減

預金種目別平均残高

預貸率及び預証率

粗利益

経費の内訳

役務取引の状況
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預金者別預金残高
（単位：百万円、％）

区 　 分 令和5年度 令和6年度
金額 構成比 金額 構成比

個 　 人 556,626 85.0 580,544 86.2
法 　 人 98,444 15.0 92,648 13.8
一般法人 97,760 14.9 91,732 13.6
金融機関 1 0.0 210 0.0
公 金 682 0.1 705 0.1

合 計 655,070 100.0 673,193 100.0

（単位：百万円）
区 　 分 令和5年度 令和6年度
固 定 金 利 定 期 預 金 584,953 598,022
変 動 金 利 定 期 預 金 - -
そ の 他 の 定 期 預 金 - -
合 計 584,953 598,022

定期預金種類別残高

（単位：百万円、％）

科 　 目 令和5年度 令和6年度
金額 構成比 金額 構成比

割 引 手 形 0 0.0 3 0.0
手 形 貸 付 15,014 3.2 16,218 3.3
証 書 貸 付 457,382 96.8 482,536 96.7
当 座 貸 越 176 0.0 173 0.0
合 計 472,574 100.0 498,931 100.0

（単位：百万円、％）

区 分 令和5年度 令和6年度
金額 構成比 金額 構成比

国 債 - - - -
地 方 債 - - - -
短 期 社 債 - - - -
社 債 430 87.6 350 85.2
株 式 61 12.4 61 14.8
その他の証券 - - - -
貸付有価証券 - - - -
合 計 491 100.0 411 100.0

（注）� 当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

（単位：百万円、％）

区 　 分 令和5年度 令和6年度
金額 構成比 金額 構成比

製 造 業 1,903 0.3 1,670 0.3
農 業 、 林 業 131 0.0 26 0.0
漁 業 - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - -
建 設 業 10,302 2.1 10,696 2.0
電気・ガス・熱供給業・水道業 1,963 0.4 1,033 0.2
情 報 通 信 業 4,628 0.9 4,313 0.8
運 輸 業 、郵 便 業 348 0.0 242 0.0
卸 売 ・ 小 売 業 11,155 2.2 8,554 1.6
金 融 ・ 保 険 業 7,375 1.5 1,312 0.2
不 動 産 業 239,287 48.8 265,691 51.9
物 品 賃 貸 業 20 0.0 189 0.0
学術研究、専門・技術サービス業 3,773 0.7 5,024 0.9
宿 泊 業 107,716 21.9 110,391 21.5
飲 食 業 3,492 0.7 3,040 0.5
生活関連サービス業、娯楽業 66,604 13.5 64,024 12.5
教育、学習支援業 517 0.1 514 0.1
医 療 、 福 祉 1,772 0.3 1,699 0.3
その他のサービス業 15,741 3.2 17,353 3.3
各 種 サ ー ビ ス 781 0.1 810 0.1
小 計 477,517 97.4 496,588 97.0
地 方 公 共 団 体 - - - -
個人（住宅・消費納税資金等） 12,493 2.5 14,958 2.9

合 計 490,010 100.0 511,546 100.0
（注）� 業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じて記載し

ております。

（単位：百万円）
区 　 分 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

国 債 令和５年度 - - - -
令和６年度 - - - -

地 方 債 令和５年度 - - - -
令和６年度 - - - -

短 期
社 債

令和５年度 - - - -
令和６年度 - - - -

社 債 令和５年度 100 303 - -
令和６年度 100 200 - -

株 式 令和５年度 - - - -
令和６年度 - - - -

外 国
証 券

令和５年度 - - - -
令和６年度 - - - -

そ の 他
の 証 券

令和５年度 - - - -
令和６年度 - - - -

合 計 令和５年度 100 303 - -
令和６年度 100 200 - -

貸出金科目別平均残高

有価証券種類別平均残高

貸出金業種別残高・構成比

有価証券種類別残存期間別残高

該当ありません。

該当ありません。 該当ありません。

外国為替取扱高

外貨建資産残高 商品有価証券の種類別平均残高
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（単位：百万円）
区 　 分 令和5年度 令和6年度
固 定 金 利 貸 出 48,382 46,993
変 動 金 利 貸 出 441,627 464,553
合 計 490,010 511,546

（単位：百万円）
項 目 令和5年度 令和6年度
貸 出 金 償 却 736 265

（単位：千円）
区 　 分 令和5年度 令和6年度
全国信用協同組合連合会 96,632 75,313
株式会社　商工中央金庫 - -
株式会社　日本政策金融公庫 7,959 6,811
住 宅 金 融 支 援 機 構 - -
年 金 資 金 運 用 基 金 - -
独立行政法人福祉医療機構 - -
そ の 他 - -
合 計 104,591 82,124

貸出金金利区分別残高

貸出金償却

代理貸付残高の内訳

公庫・事業団等別貸出残高構成比

（単位：百万円、％）

区 分 令和5年度 令和6年度
金額 構成比 金額 構成比

消費者ローン 509 12.9 504 6.7
住 宅 ロ ー ン 3,441 87.1 6,975 93.3
合 計 3,950 100.0 7,479 100.0

（単位：百万円、％）

区 分 令和5年度 令和6年度
金額 構成比 金額 構成比

運 転 資 金 101,207 20.7 111,122 21.7
設 備 資 金 388,803 79.3 400,424 78.3
合 計 490,010 100.0 511,546 100.0

（単位：百万円）

科 　 目 令和5年度 令和6年度
期末残高 増減額 期末残高 増減額

一般貸倒引当金 830 △183 855 25
個別貸倒引当金 2,469 △149 1,744 △725
貸倒引当金合計 3,300 △333 2,599 △700

（単位：百万円、％）
区 　 分 金額 構成比 債務保証�

見返額

当組合預金積金 令和5年度 11,161 2.3 -
令和6年度 10,997 2.1 -

有 価 証 券 令和5年度 - - -
令和6年度 - - -

動 産 令和5年度 582 0.1 -
令和6年度 481 0.1 -

不 動 産 令和5年度 437,364 89.3 96
令和6年度 463,777 90.7 75

そ の 他 令和5年度 250 0 -
令和6年度 199 0.0 -

小 計 令和5年度 449,359 91.7 96
令和6年度 475,456 92.9

信用保証協会・�
信 用 保 険

令和5年度 3,754 0.8 0
令和6年度 3,631 0.7 -

保 証 令和5年度 11,956 2.4 7
令和6年度 11,539 2.3 6

信 用 令和5年度 24,940 5.1 0
令和6年度 20,919 4.1 0

合 計 令和5年度 490,010 100.0 104
令和6年度 511,546 100.0 82

（単位：百万円）

区 　 分 令和5年度 令和6年度
件数 金額 件数 金額

送金・振込・
代 金 取 立

他の金融機関向け 122,835 268,317 133,018 326,768
他の金融機関から 70,251 257,573 75,844 291,933

消費者ローン・住宅ローン残高

貸出金使途別残高

貸倒引当金の内訳担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額

内国為替取扱実績

該当ありません。

該当ありません。

公共債窓販実績

公社債引受高

　財務諸表
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　自己資本の充実状況等について

当組合の新BIS規制（バーゼルⅢ）対応
■早期是正措置（銀行法第26条第1項に基づく命令）の概要

自己資本比率 是正措置の内容大手銀行グループ等、海外で業務を行う金融機関 信用組合等、国内で業務を行う金融機関
　8％以上 　4％以上 　経営体質が健全で問題がない金融機関
　4％以上8％未満 　2％以上4％未満 　経営改善計画の作成・実施命令
　2％以上4％未満 　1％以上2％未満 　総資産の圧縮、新規業務の禁止等
　0％以上2％未満 　0％以上1％未満 　大幅な業務の縮小、合併等の実施命令
　0％未満 　0％未満 　業務の一部・全部の停止命令

（単位：百万円）
項　　目 令和5年度 令和6年度

コア資本に係る基礎項目� （１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定の額 47,219 50,620
うち、出資金及び資本剰余金の額 27,524 27,396
うち、利益剰余金の額 20,131 23,677
うち、外部流出予定額（△） 437 452
うち、上記以外に該当するものの額 - -

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 830 855
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 830 855
うち、適格引当金コア資本算入額 - -

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 - -
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 - -
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 - -
コア資本に係る基礎項目の額� (イ) 48,050 51,475
コア資本に係る調整項目� （２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 53 36
うち、のれんに係るものの額 - -
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 53 36

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 - -
適格引当金不足額 - -
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 - -
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 - -
前払年金費用の額 13 16
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 - -
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 - -
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 - -
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 - -
特定項目に係る十パーセント基準超過額 - -
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 - -
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 - -
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 - -

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - -
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 - -
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 - -
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 - -

コア資本に係る調整項目の額� (ロ) 67 52
自己資本
自己資本の額((イ)－(ロ))� （ハ） 47,982 51,422
リスク・アセット等� (３)
信用リスク・アセットの額の合計額 528,480 506,285
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 - -
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー - -
うち、上記以外に該当するものの額 - -

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 - -
勘定間の振替分 - -
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 16,190 14,396
信用リスク・アセット調整額 - -
フロア調整額 - -
オペレーショナル・リスク相当額調整額 - -
リスク・アセット等の額の合計額� 　(ニ) 544,671 520,682
自己資本比率
自己資本比率((ハ)／(ニ)) 8.80% 9.87%
（注）�自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の

２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当で
あるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は
国内基準により自己資本比率を算出しております。

自己資本充実状況（自己資本比率明細）
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　自己資本の充実状況等について

自己資本調達手段の概要

標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳

当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等により構成されております。なお、当組合の自己資本調達手段の概
要は次のとおりです。
発 　 行 　 主 　 体 横浜幸銀信用組合
資本調達手段の種類 普通出資 非累積的永久優先出資 非累積的永久優先出資 非累積的永久優先出資
コア資本に係る基礎項
目の額に算入された額 12,011百万円 9,809百万円

（うち資本準備金9百万円） 345百万円 5,180百万円

配 当 率 - 12ヵ月日本円TIBORレート
+0.935％

5年物円金利�
スワップレート+0.2％ -

（単位：百万円）
CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リスク・�

ウエイトの�
加重平均値�
（％）

オン・�
バランス�
資産項目

オフ・�
バランス�
資産項目

オン・�
バランス�
資産項目

オフ・�
バランス�
資産項目

信用リスク・�
アセットの額

2024年度
現金 5,966 - 5,966 - - 0%
我が国の中央政府及び中央銀行向け - - - - - -
外国の中央政府及び中央銀行向け - - - - - -
国際決済銀行等向け - - - - - -
我が国の地方公共団体向け 25 - 25 - - -
外国の中央政府等以外の公共部門向け - - - - - -
国際開発銀行向け - - - - - -
地方公共団体金融機構向け - - - - - -
我が国の政府関係機構向け - - - - - -
地方三公社向け - - - - - -
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 202,046 - 202,046 - 40,409 20%
第一種金融商品取引業者及び保険会社向け - - - - - -

カバード・ボンド向け - - - - - -
法人等向け（特定貸付債権向けを含む） 338,831 6,851 331,535 6,326 287,182 85%
特定貸付債権向け - - - - - -

中堅中小企業等向け及び個人向け 29,322 124,504 27,828 975 24,224 84%
トランザクター向け - 4,015 - 443 199 45%

不動産関連向け 133,457 50 131,752 49 134,753 102%
自己居住用不動産等向け 1,807 50 1,807 49 1,130 61%
賃貸用不動産向け 70,019 - 69,961 - 66,826 96%
事業用不動産関連向け 61,535 - 59,888 - 66,740 111%
その他不動産関連向け 95 - 95 - 57 60%
ＡＤＣ向け - - - - - -

劣後債権及びその他資本性証券等 - - - - - -
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 4,602 255 4,382 223 5,901 128%
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 63 8 63 8 72 100%
取立未済手形 175 - 175 - 35 20%
信用保証協会等による保証付 3,624 - 3,624 - 362 10%
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 - - - - - -
株式等 - - - - - -
合計 492,942
（注）�最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、2023年度については記載しておりません。
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（単位：百万円）
令和5年度 令和6年度

リスク・アセット等 所要自己資本額 リスク・アセット等 所要自己資本額
イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の総合計 528,480 21,139 506,285 20,251
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 528,480 21,139 506,285 20,251
（ⅰ）�ソブリン向け - - - -
（ⅱ）�金融機関向け - - - -
第一種金融商品取引業者及び保険会社向け - -

（ⅲ）カバード・ボンド向け - -
（ⅳ）法人等向け 271,085 10,843 287,182 11,487
（ⅴ）中小企業等・個人向け 10,422 416
（ⅵ）中堅中小企業等・個人向け 24,224 968
トランザクター向け 199 7

（ⅶ）抵当権付住宅ローン 327 13
（ⅷ）不動産取得等事業向け 181,807 7,272
（ⅸ）不動産関連向け 134,753 5,390
自己居住用不動産等向け 1,130 45
賃貸用不動産向け 66,826 2,673
事業用不動産関連向け 66,740 2,669
その他不動産関連向け 57 2
ＡＤＣ向け

（ⅹ）劣後債権及びその他資本性証券等 - -
（ⅺ）三ヵ月以上延滞等 3,011 120
（ⅻ）延滞等向け 5,901 236
（ⅹⅲ）自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 72 2
（ⅹⅳ）出資等 - -
出資等のエクスポージャー - -
重要な出資のエクスポージャー - -

（ⅹⅴ）株式等 - -
（ⅹⅵ）重要な出資のエクスポージャー - -
（ⅹⅶ）他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外部

TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー - - - -
（ⅹⅷ）信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に算

入されなかった部分に係るエクスポージャー 1,503 60 1,503 60
（ⅹⅸ）その他 60,324 2,412 52,650 2,106
②証券化エクスポージャー - - - -
③リスクウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー - - - -
ルック・スルー方式 - - - -
マンデート方式 - - - -
蓋然性方式（250％） - - - -
蓋然性方式（400％） - - - -
フォールバック方式（1250％） - - - -

④未決済取引 - - - -
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置によりリス
ク・アセットの額に算入されなかったものの額 - - - -

⑥CVAリスク相当額を八パ－セントで除して得た額（簡便法） - - - -
⑦中央清算機関関連エクスポージャー - - - -

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 16,190 647 14,396 575
ＢＩ 9,597 383
ＢＩＣ� 1,151 46
ハ．単純総所得所要自己資本額（イ＋ロ） 544,671 21,786 520,682 20,827
（注）��1.� 所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
� 2.� 「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
� 3.� 「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機関、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、

外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保
証協会等のことです。

� 4.� 「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融
機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

� 5.� 「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
� � 　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
� � 　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
� � 　③3ヵ月以上限度額を超過した当座貸越であること
� 6.� 「その他」とは、（ⅰ）～（ⅹⅸ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には取立未済手形、信用保証協会等、出資等が含まれております。
� 7.� 当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
� 8.� オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しております（令和5年度計数）。

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％ ÷�8％直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

� 9.� 当組合は、標準的計測手法かつＩＬＭを「1」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しております（令和6年度計数）。
� １０.� 単体総所要自己資本の額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

自己資本充実に関する事項
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（単位：百万円）
資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後） 資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.5% 40% 43.75% 45% 50% 56.25% 60% 62.5% 70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105% 110% 112.5% 130% 150% 250% 400% その他 合計
2024年度 2024年度

現金 5,966 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 5,966
我が国の中央
政府及び中央
銀行向け

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

外国の中央政
府及び中央銀
行向け

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

国際決済銀行
等向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

我が国の地方
公共団体向け 25 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 25

外国の中央政
府等以外の公
共部門向け

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

国際開発銀行
向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

地方公共団体
金融機構向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

我が国の政府
関係機構向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

地方三公社向
け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

金融機関、第一
種金融商品取
引業者及び保
険会社向け

- - - 202,046 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 202,046

第一種金融商
品取引業者及
び保険会社向
け

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

カバード・ボンド
向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

法人等向け（特
定貸付債権向
けを含む）

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - 337,862 - - - - - - - - - - - 337,862

特定貸付債権
向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

中堅中小企業
等向け及び個
人向け

- - - - - - - - - - - 443 - - - - - 17,341 - - - - 11,018 - - - - - - - - 28,803

トランザク
ター向け - - - - - - - - - - - 443 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 443

不動産関連向
け - - - - - - - 655 - - - - - - 17,296 - 2,743 1,201 - - 2,572 - - 50,300 48,383 - - 8,647 - - - 131,802

自己居住用不
動産等向け - - - - - - - 655 - - - - - - - - - 1,201 - - - - - - - - - - - - - 1,856

賃貸用不動産
向け - - - - - - - - - - - - - - 17,201 - - - - - - - - 50,300 - - - 2,459 - - - 69,961

事業用不動産
関連向け - - - - - - - - - - - - - - - - 2,743 - - - 2,572 - - - 48,383 - - 6,187 - - - 59,888

その他不動産
関連向け - - - - - - - - - - - - - - 95 - - - - - - - - - - - - - - - - 95

ＡＤＣ向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
劣後債権及び
その他資本性
証券等

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

延滞等向け（自
己居住用不動
産等向けを除
く。）

- - - - - - - - - - - - 587 - - - - - - - - - 844 - - - - 3,175 - - - 4,607

自己居住用不
動産等向けエク
スポージャーに
係る延滞

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 72 - - - - - - - - 72

取立未済手形 - - - 175 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 175
信用保証協会
等による保証付 - 3,624 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 3,624

株式会社地域
経済活性化支
援機構等による
保証付

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

株式等 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
合計 5,991 3,624 - 202,221 - - - 655 - - - 443 587 - 17,296 - 2,743 18,542 - 337,862 2,572 - 11,934 50,300 48,383 - - 11,823 - - - 714,987

� （注）最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、2023年度については記載しておりません。

標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウエイトの区分ごとの内訳

　自己資本の充実状況等について
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（単位：百万円）
資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後） 資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.5% 40% 43.75% 45% 50% 56.25% 60% 62.5% 70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105% 110% 112.5% 130% 150% 250% 400% その他 合計
2024年度 2024年度

現金 5,966 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 5,966
我が国の中央
政府及び中央
銀行向け

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

外国の中央政
府及び中央銀
行向け

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

国際決済銀行
等向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

我が国の地方
公共団体向け 25 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 25

外国の中央政
府等以外の公
共部門向け

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

国際開発銀行
向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

地方公共団体
金融機構向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

我が国の政府
関係機構向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

地方三公社向
け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

金融機関、第一
種金融商品取
引業者及び保
険会社向け

- - - 202,046 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 202,046

第一種金融商
品取引業者及
び保険会社向
け

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

カバード・ボンド
向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

法人等向け（特
定貸付債権向
けを含む）

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - 337,862 - - - - - - - - - - - 337,862

特定貸付債権
向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

中堅中小企業
等向け及び個
人向け

- - - - - - - - - - - 443 - - - - - 17,341 - - - - 11,018 - - - - - - - - 28,803

トランザク
ター向け - - - - - - - - - - - 443 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 443

不動産関連向
け - - - - - - - 655 - - - - - - 17,296 - 2,743 1,201 - - 2,572 - - 50,300 48,383 - - 8,647 - - - 131,802

自己居住用不
動産等向け - - - - - - - 655 - - - - - - - - - 1,201 - - - - - - - - - - - - - 1,856

賃貸用不動産
向け - - - - - - - - - - - - - - 17,201 - - - - - - - - 50,300 - - - 2,459 - - - 69,961

事業用不動産
関連向け - - - - - - - - - - - - - - - - 2,743 - - - 2,572 - - - 48,383 - - 6,187 - - - 59,888

その他不動産
関連向け - - - - - - - - - - - - - - 95 - - - - - - - - - - - - - - - - 95

ＡＤＣ向け - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
劣後債権及び
その他資本性
証券等

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

延滞等向け（自
己居住用不動
産等向けを除
く。）

- - - - - - - - - - - - 587 - - - - - - - - - 844 - - - - 3,175 - - - 4,607

自己居住用不
動産等向けエク
スポージャーに
係る延滞

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 72 - - - - - - - - 72

取立未済手形 - - - 175 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 175
信用保証協会
等による保証付 - 3,624 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 3,624

株式会社地域
経済活性化支
援機構等による
保証付

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

株式等 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
合計 5,991 3,624 - 202,221 - - - 655 - - - 443 587 - 17,296 - 2,743 18,542 - 337,862 2,572 - 11,934 50,300 48,383 - - 11,823 - - - 714,987

� （注）最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、2023年度については記載しておりません。
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信用リスクに関する事項
■信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）

（単位：百万円）
エクスポージャー区分

業種区分�
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上
の延滞�
エクス
ポー
ジャー

延滞エ
クスポー
ジャー

貸出金、コミットメント
及びその他のデリバ
ティブ以外のオフ・バ
ランス取引

債　　券 デリバティブ取引

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度
国 内 �831,524��862,821��490,114��511,628� �-� �-� �-� �-� �4,065� �6,680�
国 外 �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-�
地 域 別 合 計  831,524  862,821  490,114  511,628  -  -  -  -  4,065  6,680 
製 造 業 �1,903� �1,670� �1,903� �1,670� �-� �-� �-� �-� �16� �4�
農 業 、 林 業 �131� �26� �131� �26� �-� �-� �-� �-� �1� �-�
漁 業 �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-�
鉱業、採石業、砂利採取業 �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-�
建 設 業 �10,302� �10,696� �10,302� �10,696� �-� �-� �-� �-� �56� �37�
電気、ガス、熱供給、水道業 �1,963� �1,033� �1,963� �1,033� �-� �-� �-� �-� �-� �-�
情 報 通 信 業 �4,628� �4,313� �4,628� �4,313� �-� �-� �-� �-� �-� �-�
運 輸 業 、 郵 便 業 �348� �242� �348� �242� �-� �-� �-� �-� 16� 2�
卸 売 業 、 小 売 業 �11,155� �8,554� �11,155� �8,554� �-� �-� �-� �-� �2,043� �188�
金 融 業 、 保 険 業 �7,375� �1,312� �7,375� �1,312� �-� �-� �-� �-� �-� �13�
不 動 産 業 �239,307��265,691��239,307��265,691� �-� �-� �-� �-� �549� �1,495�
各 種 サ ー ビ ス 業 �196,632��198,105��196,632��198,105� �-� �-� �-� �-� �1,195� �4,297�
国・地 方 公 共 団 体 等 �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-� �-�
個 人 �12,590� �14,958� �12,590� �14,958� �-� �-� �-� �-� �185� �359�
そ の 他 �345,190��356,221� �3,773� �5,024� �-� �-� �-� �-� - 281
業 種 別 合 計  831,524  862,821  490,114  511,628  -  -  -  -  4,065  6,680 
１ 年 以 下 �39,710� �25,425� �39,609� �25,325� �-� �-� �-� �-�
１ 年 超 ３ 年 以 下 �39,738� �43,442� �39,537� �43,343� �-� �-� �-� �-�
３ 年 超 ５ 年 以 下 �19,529� �23,078� �19,426� �22,977� �-� �-� �-� �-�
５ 年 超 ７ 年 以 下 �17,341� �15,637� �17,341� �15,637� �-� �-� �-� �-�
７ 年 超 1 0 年 以 下 �44,908� �35,806� �44,908� �35,806� �-� �-� �-� �-�
10　　　�　年　　　�　超 �327,786��368,359��327,786��368,359� �-� �-� �-� �-�
期 間 の定めのないもの �342,512��351,074� �1,504� �179� �-� �-� �-� �-�
残 存 期 間 別 合 計  831,524  862,821  490,114  511,628  -  -  -  - 
（注）� 1.�「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等

のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
� 2.�「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から三月以上延滞している者に係る

エクスポージャーのことです。
� 3.�「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
� � 　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
� � 　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
� � 　③3ヵ月以上限度額を超過した当座貸越であること
� 4.�上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および、業種区分・期間区

分などに分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産等が含まれます。
� 5.�CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
� 6.�業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

　自己資本の充実状況等について
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■業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
（単位：百万円）

個別貸倒引当金 貸出金償却期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

国 内 2,618 2,469 1,076 710 1,225 1,435 2,469 1,744 736 265
国 外 - - - - - - - - - -
地 域 別 合 計 2,618 2,469 1,076 710 1,225 1,435 2,469 1,744 736 265
製 造 業 - 0 0 - - 0 0 - 0 -
農 業 、 林 業 7 1 - - 5 1 1 - 8 -
漁 業 - - - - - - - - - -
鉱業、採石業、砂利採取業 - - - - - - - - - -
建 設 業 28 24 6 2 10 6 24 20 31 28
電気、ガス、熱供給、水道業 - - - - - - - - - -
情 報 通 信 業 - - - - - - - - - -
運 輸 業 、 郵 便 業 273 15 15 - 273 15 15 - 300 -
卸 売 業 、 小 売 業 156 508 364 - 11 386 510 121 7 -
金 融 業 、 保 険 業 - - - - - - - - - -
不 動 産 業 895 503 6 107 398 203 503 407 16 40
各 種 サ ー ビ ス 1,185 1,340 682 599 513 813 1,354 1,125 370 193
国・地 方 公 共 団 体 等 - - - - - - - - - -
個 人 70 75 0 0 12 7 58 68 1 2
そ の 他 - - - - - - - - - -
合 　 　 計 2,618 2,469 1,076 710 1,225 1,435 2,469 1,744 736 265
（注）�業種別区分は、日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

■一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
（単位：百万円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 令 和５年 度 1,014 830 - 1,014 830
令 和６年 度 830 855 - 830 855

個 別 貸 倒 引 当 金 令 和５年 度 2,618 2,469 638 1,980 2,469
令 和 6 年 度 2,469 1,744 198 2,270 1,744

合 計 令 和５年 度 3,633 3,300 638 2,994 3,300
令 和６年 度 3,300 2,599 198 3,101 2,599

（注）�当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る引当は行っておりません。

出資等エクスポージャーに関する事項
■貸借対照表計上額及び時価

（単位：百万円）

区　　分 令和5年度 令和6年度
貸借対照計上額 時　価 貸借対照計上額 時　価

上　場　株　式　等 - - - -
非　上　場　株　式　等 1,506 - 1,504 -
合 　 　 　 　 計 1,506 - 1,504 -

（注）�上記の出資等エクスポージャーは、売却等を行う目的のものではなく、時価はありません。

■子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額等
該当ありません。

■出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
該当ありません。
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■リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
（単位：百万円）

告示で定める
リスク・�

ウェイト区分

エクスポージャーの額
令和5年度

格付あり 格付無し
0％ - 4,607
10％ - 3,755
20％ - 202,017
35％ - 970
50％ - 1,591
75％ - 107,663
100％ - 508,909
150％ - 2,009
250％ - -
1,250％ - -
その他 - -
合　計 - 831,524

※バーゼルⅢにより令和6年度は別形式のため、令和5年度のみ記載
（注）� 1．� 格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
� ２．� エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリス

ク・ウェイトに区分しています。
� ３．� コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー、

CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含
まれておりません。

（単位：百万円）
令和6年度

公示で定める
リスク・ウェイト区

分（％）

CCF・信用リスク削減効果適
用前

CCFの加重
平均値（％）

資産の額及び
与信相当額
の合計額

（CCF・信用
リスク

削減効果適用
後）

オン・バランス�
資産項目

オフ・バランス�
資産項目

40％未満 4,256 24 94 4,280
40％～70％ 20,784 4,015 11 21,071
75% 19,081 120,436 0 18,543
80% - - - -
85% 338,831 6,851 92 337,862

90％～100％ 14,892 92 24 14,507
105％～130％ 99,209 - - 98,684
150% 12,845 220 100 11,823
250% - - - -
400% - - - -
1,250% - - - -
その他 - - - -
合　計 509,901 131,641 6 506,772

（注）�最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるた
め、令和5年度については記載しておりません。

■信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
（単位：百万円）

信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　　証 クレジット・デリバティブ
令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 102,852 109,965 - - - -
①ソブリン向け - - - - - -
②金融機関向け - - - - - -
第一種金融商品取引業者及び保険会社向け - - -

③カバード・ボンド - - -
④法人等向け 6,656 8,444 - - - -
⑤中小企業等・個人向け 92,479 96,364 - - - -
⑥中堅中小企業・個人向け 3,230 - -
⑦抵当権付住宅ローン 1 - -
⑧不動産取得等事業向け 3,231 - -
⑨不動産関連向け 1,705 - -
自己居住用不動産等向け 1 - -
賃貸用不動産向け 57 - -
事業用不動産関連向け 1,646 - -
その他不動産関連向け - - -
ＡＤＣ向け - - -

⑩劣後債権及びその他資本性証券等 - - -
⑪３ヵ月以上延滞等 - - -
⑫延滞等向け 220 - -
⑬自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 - - -
⑭出資等 - - -
出資等のエクスポージャー - - -
重要な出資のエクスポージャー - - -

⑮株式等 - - -
⑯その他 483 - - - - -

（注）� 1．�当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
（注）� 2.�上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保

証されたエクスポージャー）、第46条（株式会社地域経済活性化支援機構により保証されたエクスポージャー）を含みません。
（注）� 3．�「その他」とは、①～⑯に区分されないエクスポージャーです。具体的には信用保証協会等による保証付等が含まれます。

　自己資本の充実状況等について
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（注）金利リスクに関する事項

１．リスク管理の方針及び手続の概要
� 当組合では、金利リスクを市場リスクの一つとし、銀行勘定全体の金融資産・負債の経済的価値変動、保有有価証券の時価

変動を管理しております。
� また、金利リスクのうち、銀行勘定の金利リスク（以下「IRRBB」という。）については、自己資本に対するIRRBBの比率にア

ラームポイントを設定する等モニタリング体制の整備等厳正な管理に努めております。
� 金利リスクの計測頻度につきまして、毎月末を基準日として、月次でIRRBBを計測することとしております。

２．金利リスクの算定手法の概要
　（ア）�流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　　　　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は2.5年です。
　（イ）�流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
　　　　流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。
　（ウ）�流動性預金への満期の割り当て方法（コア預金モデル等）及びその前提
　　　　流動性預金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
　（エ）�固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約に関する前提
　　　　固定金利貸出金の期限前償還及び定期預金の期限前解約については、金融庁が定める保守的な前提を採用しており
� �� ます。
　（オ）�複数の通貨の集計方法及びその前提
　　　　当組合では、JPYのみに対応し、算出した金利リスクの正値を合算しております。
　（カ）�スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるか否か等）
　　　　当組合では、スプレッドを考慮しておりません。
　（キ）�内部モデルの使用等、ΔEVEとΔNIIに重大な影響を及ぼすその他の前提
　　　　内部モデルは、使用しておりません。
　（ク）�計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　　　　当組合のΔEVEは、自己資本の20％以内であり、問題ない水準となっております。
　（ケ）�ΔＮIIについて
� �� 平成31年金融庁告示第3号（平成31年2月18日）による改正を受け、令和２年３月末から開示しております。

３．その他の金利リスク計測
� 金利ラダー方式による標準的金利ショックを与えた場合の金利リスクを使用しております。なお、金利ショックは99パーセ

ンタイル値又は1パーセンタイル値を用いております。

■金利リスクについて
IRRBB：金利リスク�� （単位：百万円）
項
番

△EVE（経済価値の変動） △ＮII（期間収益の変動）
令和6年3月末 令和7年3月末 令和6年3月末 令和7年3月末

1 上方パラレルシフト 0 0 0 0
2 下方パラレルシフト 5,311 3,894 6,252 14,889
3 スティープ化 0 0
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 5,311 3,894 6,252 14,889

令和6年3月末 令和7年3月末
8 自己資本の額 47,982 51,422

■派生商品取引及び長期決済間取引について
該当ありません。

■証券化取引について
当組合は、証券化取引を行っておりません。
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主な事業の内容
A.預金業務

B.貸出業務

Ｃ．商品有価証券売買業務

Ｄ．有価証券投資業務

Ｅ．国内為替

Ｆ．外国為替

Ｇ．社債受託及び登録業務

Ｈ．金融先物取引等の受託業務

Ｉ．付帯業務

（イ）預金・定期積金
　当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金等を取り扱っております。

（ロ）譲渡性預金
　取り扱っておりません。

（イ）貸付
　手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。

（ロ）手形の割引
　銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取り扱っております。

取り扱っておりません。

預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しております。

送金為替、当座振込及び代金取立等を取り扱っております。

取り扱っておりません。

取り扱っておりません。

取り扱っておりません。

（イ）債務の保証業務
（ロ）有価証券の貸付業務
（ハ）国債等の引受け及び引受国債等の募集の取扱業務
（ニ）代理業務
　（a）全国信用協同組合連合会、㈱日本政策金融公庫、独立行政法人住宅支援機構、㈱商工組合中央金庫等の代理貸付業務
　（b）独立行政法人勤労者退職金共済機構等の代理店業務
（ホ）地方公共団体の公金取扱業務
（ヘ）株式払込金の受入代理業務及び株式配当金の支払代理業務
（ト）保護預り
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索引
� ごあいさつ� ……………………………………………………………………1

【概況・組織】
� 経営方針�…………………………………………………………………………3
＊�事業の組織�……………………………………………………………………30
＊�役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）�……………………………………29
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＊�総資産当期純利益率�…………………………………………………………48
�

【預金に関する指標】 
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� 財形貯蓄残高�…………………………………………………………取扱いなし
� 役職員１人当たり預金残高� …………………………………………………48
� １店舗当たり預金残高� ………………………………………………………48
�
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＊�担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額�………………………………51
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＊�有価証券の種類別平均残高�…………………………………………………50
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【財産の状況】 
＊�貸借対照表�……………………………………………………………………40
＊�損益計算書�……………………………………………………………………41
＊�剰余金処分計算書�……………………………………………………………41
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� 先物取引の時価情報�…………………………………………………取扱いなし
� オプション取引の時価情報�…………………………………………取扱いなし
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＊�貸出金償却の額�………………………………………………………………51
＊�会計監査人による監査� ………………………………………………………47
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＊�自己資本調達手段の概要�……………………………………………………53
＊�自己資本の充実度に関する評価方法の概要� ………………………………54
＊�貸倒引当金の計上基準�………………………………………………………42
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